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令 和 ４ 年 ２ 月 2 8 日 （ 月 曜 日 ）

午前10時０分開議

出 席 議 員（37名）

（ ）２番 坂 本 康 郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）３番 来 住 一 人

（ ）４番 山 内 佳菜子 県 民 連 合 宮 崎

（ ）５番 武 田 浩 一 宮崎県議会自由民主党

（ ）６番 山 下 寿 同

（ ）７番 窪 薗 辰 也 同

（ ）８番 佐 藤 雅 洋 同

（ ）９番 安 田 厚 生 同

（ ）10番 日 髙 利 夫 同

（ ）11番 川 添 博 同

（ ）13番 中 野 一 則 同

（ ）14番 図 師 博 規 無所属の会 チームひむか

（ ）15番 有 岡 浩 一 郷 中 の 会

（ ）16番 重 松 幸次郎 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（日本共産党宮崎県議会議員団）17番 前屋敷 恵 美

（ ）18番 岩 切 達 哉 県 民 連 合 宮 崎

（ ）19番 井 本 英 雄 宮崎県議会自由民主党

（ ）20番 横 田 照 夫 同

（ ）21番 外 山 衛 同

（ ）22番 山 下 博 三 同

（ ）23番 右 松 隆 央 同

（ ）24番 西 村 賢 同

（ ）25番 二 見 康 之 同

（ ）26番 日 髙 陽 一 同

（ ）27番 井 上 紀代子 県 民 の 声

（ ）28番 河 野 哲 也 公 明 党 宮 崎 県 議 団

（ ）29番 田 口 雄 二 県 民 連 合 宮 崎

（ ）30番 満 行 潤 一 同

（ ）31番 太 田 清 海 同

（ ）32番 坂 口 博 美 宮崎県議会自由民主党

（ ）33番 野 﨑 幸 士 同

（ ）34番 徳 重 忠 夫 同

（ ）35番 日 高 博 之 同

（ ）36番 星 原 透 同

（ ）37番 原 正 三 同蓬

（ ）38番 丸 山 裕次郎 同

（ ）39番 濵 砂 守 同

地方自治法第121条による出席者

知 事 河 野 俊 嗣

副 知 事 日 隈 俊 郎

副 知 事 永 山 寛 理

総 合 政 策 部 長 松 浦 直 康

政 策 調 整 監 渡 辺 善 敬

総 務 部 長 村 久 人

危 機 管 理 統 括 監 小 田 光 男

福 祉 保 健 部 長 重黒木 清

環 境 森 林 部 長 河 野 譲 二

商工観光労働部長 横 山 浩 文

農 政 水 産 部 長 牛 谷 良 夫

県 土 整 備 部 長 西 田 員 敏

会 計 管 理 者 横 山 幸 子

企 業 局 長 井 手 義 哉

病 院 局 長 桑 山 秀 彦

財 政 課 長 石 田 渉

教 育 長 黒 木 淳一郎

公 安 委 員 長 島 津 久 友

警 察 本 部 長 佐 藤 隆 司

選 挙 管 理 委 員 長 茂 雄 二

監 査 事 務 局 長 阪 本 典 弘

人事委員会事務局長 福 嶋 清 美

事務局職員出席者

事 務 局 長 酒 匂 重 久

事 務 局 次 長 日 髙 民 子

議 事 課 長 児 玉 洋 一

政 策 調 査 課 長 鬼 川 真 治

議 事 課 長 補 佐 関 谷 幸 二

議 事 担 当 主 幹 佐 藤 亮 子

議 事 課 主 査 内 田 祥 太

議 事 課 主 事 山 本 聡
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一般質問◎

これより本日の会議を開きま○中野一則議長

す。

本日の日程は一般質問であります。

ただいまから一般質問に入ります。

質問についての取扱いは、お手元に配付の一

般質問時間割のとおり取り運びます。〔巻末参照〕

質問の通告がありますので、順次発言を許し

ます。まず、武田浩一議員。

〔登壇〕（拍手） おはようご○武田浩一議員

ざいます。自由民主党串間市選出の武田浩一で

す。

本日も朝７時に串間市から自宅を出発しまし

て、真っ青な晴天の下、日本のひなた宮崎県か

ら出てまいりました。

「やまない雨はない」がんばろう宮崎、がん

ばろう日本、がんばろう人類。「変える勇気

と、変えない勇気」が今問われています。私

は、昭和から平成に変わるとき、時代が、価値

観や意識が変わると確信しておりました。日本

は変わらなかったと感じています。

この世は時間の流れの中で、「常識は非常識

となり、非常識が常識となる」、それは歴史が

証明しています。最近やっと、地方創生やＳＤ

Ｇｓが叫ばれ、時代が動き出した感はあります

が、まだまだ先行きを見通せない状況であると

感じています。

まず、知事の政治姿勢について。

今私たちは、コロナ禍によって変わらざるを

得ないところまで追い詰められています。だか

らこそ、新しい未来をつくる絶好のチャンスが

来ていると考えます。

家族において大切なことは何か。コミュニ

ティーにおいて大切なことは何か。働き方にお

いて、教育において、福祉において大切なこと

は何か。何を変え、何を変えないか。

2022年以降の未来は、コロナ後の世界におい

て、日本において、そして私たちの宮崎におい

て、本当に大切なものは何かを県民の皆様と議

論し、私たちの手で令和の宮崎をつくっていく

ときであると考えます。

知事は、次世代の宮崎を創造するに当たっ

て、何を変化させ、何を守っていかれるのか、

新型コロナによって起こった社会の変化につい

て、どのように認識し、今後の県づくりを進め

ていかれるのか伺います。

次に、昨年２月定例県議会提案理由説明の中

で知事は、「県政運営の基本姿勢」令和３年度

の本県の目指すべき姿として、１つ目に、「安

心の基盤づくり」。感染症に強い社会づくりと

災害に強い県土づくり。県民の命と健康、暮ら

しを脅かす新型コロナとそれに伴う社会不安、

また、地震や風水害など激甚化・頻発化する自

然災害に対し、県民の安心を確保する基盤づく

りを推進する。

２つ目に、「つながりの再構築」。暮らしと

雇用を守り、地域の絆を深め、人々の「みやざ

き回帰」を促す取組。コロナ禍により社会的影

響を受けている方々に寄り添うとともに、集う

ことが難しい今こそ、県民の心のつながりを深

め、ふるさと宮崎に関わる人々や、地域との結

びつきを強くするなど、つながりの再構築に取

り組む。

３つ目に、「ポストコロナへの挑戦」。デジ

タル化の推進をはじめ、人と自然が共生する社

会づくりや、本県の未来を担う子供たちの育成

を図る取組。コロナ禍により顕在化した様々な

課題にしっかりと向き合い、これからの社会を

見据え、特色ある本県の風土や資源を生かしな

令和４年２月28日(月)
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令和４年２月28日(月)

がら、宮崎の新たな成長につなげる取組を推進

すると、３つの柱を掲げられました。

それぞれの柱ごとにどのように取り組まれ、

どのような成果を得られたのか、同じく知事に

伺います。

以上、壇上での質間を終わり、後は質間者席

から行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 おはようござ○知事（河野俊嗣君）

います。お答えします。

まず、今後の県づくりについてであります。

新型コロナの感染拡大は、接触を避けるリ

モートワークやキャッシュレスの普及など、社

会全体のデジタル化を促すとともに、効率性・

利便性の追求から生じてきた東京一極集中の社

会構造を見直す動きなど、様々な社会変化を加

速させているものと感じております。

人口減少下にある本県にとっては、ＡＩやロ

ボットなど新たな技術の活用は、地域課題を解

決する大きな鍵になるものと考えておりまし

て、これから先、地域交通をはじめ、教育や医

療、行政など、あらゆる分野への積極的な導入

が必要不可欠であると考えております。

また、働く場所や時間にとらわれない柔軟な

働き方の普及や、物消費から事消費への転換な

ど、多様化する価値観や行動の変化に乗じて、

歴史や文化、自然環境などを生かした個性ある

地域づくりを進めることも重要であります。

先日、ＡＩデータ分析の専門家を東京から招

いて意見交換をしたんですが、自然豊かな都井

岬を大変高く評価しておられました。

現在、検討を進めております次期長期ビジョ

ンにおきましても、これらの社会変化をしっか

りと反映するとともに、誰もが幸せを実感でき

る希望ある県づくりに向けて、全力で取り組ん

でまいります。

次に、今年度の施策と成果についてでありま

す。

今年度も、コロナ禍で疲弊した県民の暮らし

や地域経済を立て直すため、議員から御指摘の

ありました３つの視点から県政を推進している

ところであります。

まず、「安心の基盤づくり」として、県境を

往来する方や県民向けのＰＣＲ検査体制を整備

したほか、早期のワクチン接種の促進、さらに

は、宮崎県重症化予防センターを開設するな

ど、感染症に強い社会づくりに取り組んでいる

ところであります。

次に、「つながりの再構築」といたしまし

て、生活に困窮されている方々に対する支援

や、自殺防止のための電話相談体制の拡充な

ど、県民の命と暮らしを守る取組を推進してい

るところであります。

３つ目の「ポストコロナへの挑戦」として、

先端ＩＣＴ人材の育成やスマート農業を推進す

るなど、県内のデジタル化も徐々に進んでいる

ものと実感しております。

また、企業現場での体験活動動画を発信する

など、高校生に県内企業を知ってもらう取組を

強化したこともあり、県内就職内定率の向上に

もつながっているところであります。

このように、それぞれにおいて一定の成果が

得られているものと考えておりますが、コロナ

対策や人口減少対策など、山積する課題への対

応はいまだ道半ばでありますので、本県の未来

に道筋をつけられるよう、来年度も誠心誠意取

り組んでまいります。以上であります。〔降壇〕

ありがとうございました。本○武田浩一議員

年度も本県行政のトップとして、コロナ禍の

中、ぎりぎりの決断の連続であったのではと推

察いたします。大量生産、大量消費の昭和の時
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代から変化し切れず、平成からのデフレ脱却も

見いだせず、国や県、市町村も地域の存続をか

け、活性化のために様々な施策に多くの予算を

投入してまいりましたが、地方創生もまだまだ

道半ばであります。

知事のおっしゃるように、社会のデジタル

化、東京一極集中の是正、ＡＩやロボットなど

の新技術の活用によるあらゆる地域課題解決へ

の積極的導入、柔軟な働き方や物消費から事消

費への転換など、個性ある宮崎づくり、誰もが

幸せを実感できる希望ある県づくりにリーダー

シップを発揮していただくよう、期待しており

ます。

また、コロナ対策や人口減少対策など、本県

の課題は、おっしゃるように山積しておりま

す。終わりのない課題ではありますが、知事３

期目の集大成としてしっかり取り組んでいただ

くことを期待いたします。

では、地域経済循環について。

本年の１月13日に、地域経営政策研究会が開

催されました。

第二部では、「コロナ時代に求められる地域

経済循環」と題して、宮崎大学地域資源創成学

部教授、杉山智行氏の講演がありました。

私は、地方が生き残っていくには地域の経済

循環が重要だと考えていましたので、とても興

味深い講演でありました。

「各産業施策に取り組む上で、最も優先すべ

き事項は交易収支（県際収支）の改善であり、

経済循環を意識した経済活動の展開にある。特

に、移輸入率の改善は効果が大きく、これまで

経済合理性を優先し、調達等の低価格志向と効

率化を優先した結果、県内の産業間取引が失わ

れ、穴の開いたバケツのように、マネーが県外

に漏出していたことに気づかされたと言える」

と説明いただきました。

企業立地の例として、「誘致企業は、果たし

て県内に何をもたらすのかを考えると、雇用効

果がメインであり、産業間連携が薄いものも多

い。現在、多くの誘致企業は、親会社から委託

された製品を賃加工し、そのまま親会社へ出荷

するだけの企業である可能性が高い。地元に波

及するよりも、低廉な労働力を求めて立地した

企業が多く、地元のＩＴイノベーションに資す

る活動をしているかは疑問である」という説明

もありました。

本県では、長く県外への人口流失が続いてお

り、その意味においては、雇用効果中心の誘致

も大変有効な人口減少対策であり、同じく地域

活性化に資すると理解しております。

企業立地には、地域産業への波及効果を高め

るという視点も必要だと考えますが、どのよう

に取り組んでいるのか、商工観光労働部長に伺

います。

企業立地○商工観光労働部長（横山浩文君）

の推進は、雇用の創出や地域経済の活性化に有

効な取組であると考えております。

このため、本県の強みである農林水産資源を

生かしたフードビジネス関連産業や、今後、県

内でも成長が期待できる医療機器関連産業、自

動車関連産業などを重点産業分野として、企業

立地を進めております。

このような企業立地の効果を県内企業に波及

させるため、県では、県内企業と立地企業が一

堂に会する商談会や展示会、業種ごとの研究会

などを通じ、県内企業の人材育成や技術力向

上、立地企業との取引拡大など、県内企業の振

興に取り組んでおります。

今後とも、地域産業への波及効果が高められ

るような企業立地を推進してまいります。
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企業立地の効果を県内企業に○武田浩一議員

波及させるために、商談会や展示会、各業種ご

との研究会等を通じ、人材育成や技術力向上、

立地企業との取引拡大など、県内企業の振興に

取り組んでこられたことは十分理解できまし

た。

しかしながら、現在も本県の移輸入率は高

く、県外へのマネー流出が県内経済の成長を妨

げている要因の一つでもあると考えます。いろ

いろな見方や考え方もあるとは存じますが、今

まで以上に地域産業への波及効果が高められる

よう、今後の企業立地展開に期待をいたしま

す。

同じく講演の「県内の地域産業連関表作成状

況」項目（２）で、串間市産業連関表として、

「串間市は観光・地元物産販売においては、昨

年４月にオープンした道の駅が核となり活気が

戻りつつあり、観光を中心に地産地商、地産外

商の考えが広がりつつある。今後のまちづくり

の根底に、産業連関表をベースとした経済循環

の考えが根づいており、今年度までに市職員の

うち120人以上が、経済波及効果計算をマス

ター。現在は事業評価に、経済波及効果計算を

取り入れて検証するなど、産業連関表の活用に

おいて、全国でもかなり先進的である。観光施

設のオープンが相次ぐ中、経済循環を意識した

取組が加速している」と説明いただきました。

そこで、県の政策立案に当たっても、経済波

及効果の視点が重要であると考えますが、県の

考えを総合政策部長に伺います。

政策立案に当○総合政策部長（松浦直康君）

たりましては、既存の取組の評価や取り巻く環

境の変化を踏まえ、解決すべき課題を明確にす

るとともに、原因分析や対応策の費用対効果な

ど、様々な角度から検討することが重要であり

ます。

こうした考えの下、県では、個別の事業につ

きましては、予算編成過程において成果等を整

理しながら、必要性や取組内容を検討するとと

もに、政策レベルにおきましては、数値目標の

達成状況や外部有識者の意見を基に評価を行う

ことによりまして、効果的な政策立案に努めて

いるところであります。

人口減少が進む中で、持続可能な県づくりを

進めるためには、外貨の獲得や経済循環によ

り、地域経済を維持・活性化させる必要があり

ますので、政策形成やその評価における視点の

一つとして、経済波及効果は重要であると考え

ております。

我々が住み慣れた地域で、地○武田浩一議員

方の豊かさを感じ、利便性と魅力を備えた持続

可能な経済社会を創造するに当たり、地域内の

経済循環を促すことが重要だと考えます。

宮崎県内の産業連関表による産業構造分析を

見ると、県際収支マイナス幅の大きさに驚かさ

れます。農林水産業を除くと、外貨獲得が厳し

い現状であります。

答弁でも、「人口減少の進む本県において、

持続可能な県づくりを進める上で、外貨の獲得

や経済循環による地域経済の維持・活性化は必

要であります」とありました。

今後とも、経済波及効果を意識しながら、政

策立案や予算編成過程、事業評価等の検証に取

り組んでいただくことを期待いたします。

次に、県内経済動向について。

２月25日の日本農業新聞によりますと、「都

道府県の2022年度一般会計当初予算案が、22日

にほぼ出そろった。時事通信の集計によると、

企業業績の改善による法人関係税の増収など

で、未公表の長崎を除く46都道府県全てが税収

- 125 -



令和４年２月28日(月)

増を見込んだ。新型コロナウイルス感染症拡大

の影響で、税収減を見込んだ前年度当初予算編

成時から一転」とありました。

本県の令和４年度の当初予算案でも、一般会

計で6,414億7,700万円、前年度比159億7,200万

円、2.6％増、自主財源比率は40.2％で、前年

比1.4ポイント増。県税は、個人県民税や法人事

業税の増等により1,048億4,000万円、対前年度

比93億6,000万円、9.8％増となっています。

令和４年度当初における県税収入が、前年度

当初比で大幅な増となっています。その要因に

ついてどのように分析しているのか、総務部長

に伺います。

令和３年度の県税○

収入につきましては、当初予算において新型コ

ロナによる深刻な影響を懸念し、慎重に見込み

を行いましたが、法人事業税について、金融・

保険業、卸売・小売業を中心に、前年度よりも

増収となるなど、これまでのところ堅調に推移

してきており、補正予算案に計上しましたとお

り、２年連続で1,OOO億円を超える見通しであり

ます。

令和４年度につきましても、国の見込み等を

踏まえますと、今年度の補正後と同水準を確保

できるものと考えており、結果的に、当初予算

間で比較しますと、9.8％増となっております。

コロナ禍にあって増収となっておりますが、

税収には、全法人の約６割を占める赤字法人の

状況は表れないことなどから、経済全体の状況

を反映したものではない場合もあると認識して

おります。

令和４年度当初予算案の大幅○武田浩一議員

増の要因については理解ができました。自民党

の代表質間に対して、「コロナにより、大きな

打撃を受けた県内経済」とあったように、私た

ちの肌感覚では、県内資本、特に中小企業・小

規模企業者においては、新型コロナの長引く影

響を大きく受けていると考えますが、県内の商

工観光業の動向をどのように考えているのか、

商工観光労働部長に伺います。

新型コロ○商工観光労働部長（横山浩文君）

ナの流行が始まって約２年が経過し、社会・経

済が大きく変化する中、本県の商工観光業にお

きましても、事業者の業種や業態に応じて、

様々な影響が生じております。

具体的には、人の移動や対人サービスを伴う

宿泊・飲食、交通関連業等が大きな打撃を受け

る一方、製造業では比較的堅調に推移しており

ます。

また、同じ小売業でも、いわゆる「巣ごもり

需要」を追い風に売上げを伸ばしている事業者

がある一方で、外出自粛等の影響により、売上

げが落ち込んでいる事業者も見受けられるとこ

ろでございます。

県といたしましては、新型コロナが商工観光

業の各分野にもたらす影響につきまして、引き

続き注視しますとともに、感染状況にも留意し

ながら、事業者の新事業展開等の支援や消費需

要の喚起策など、必要な経済対策を行ってまい

ります。

総務部長の答弁でも、「税収○武田浩一議員

には、法人税全体の約６割を占める赤字法人の

状況は表れてないことから、経済全体の状況を

反映したものではない場合もある。県内の商工

観光業においても、事業者の業種や業態に応じ

て様々な影響がある」ということであります。

法人税の数字だけを見ると、県内事業者が好

調にも見えますが、実際には厳しい現実があり

ます。コロナ禍での外出自粛の影響を大きく受

けている県内の事業者に対して、今後とも引き
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続き、臨機応変に必要な経済対策を行っていた

だくよう期待いたします。

次に、総合交通対策についてであります。

全国的にＪＲ赤字路線「存廃議論」が出てい

ます。新型コロナの影響でこの２年、利用者数

の減少等により赤字が拡大していれば、今後路

線が維持されるのか、ＪＲ九州の動向が心配さ

れております。

これまで本県では、日南線と吉都線の路線維

持のため、沿線自治体とともに様々な利用促進

に取り組んでこられました。2016年に株式上場

され、ＪＲ会社法の対象外となられたＪＲ九州

に対して失礼かとも思いますが、1987年のＪＲ

発足時には、3,877億円もの経営安定基金が交付

されておりますし、基幹的輸送機関、地域の公

共交通機関として鉄道が担ってきた責務もある

と考えます。ＪＲ九州の経営状況と県の取組に

ついて伺います。

今年度の４月○総合政策部長（松浦直康君）

から12月までのＪＲ九州の鉄道収入は、コロナ

前の令和元年度と比較しまして、約54％と大変

厳しい状況であります。

県では、日南線や吉都線の路線維持のため、

沿線自治体とともに様々な利用促進の取組を進

めているところであり、来年度は、小中学校の

修学旅行や遠足など学校行事での利用や、高齢

者クラブ等の活動といった団体利用に対する運

賃補助を強化するとともに、沿線自治体には、

地域住民へのさらなる周知や広報の強化など、

日常利用につながる取組をお願いしているとこ

ろであります。

今後とも、沿線自治体等と連携しまして、利

用促進に取り組みますとともに、ＪＲ九州に対

しましては、地域の公共交通機関としての責務

を着実に果たしていくよう求めてまいります。

今年度の４月から12月までの○武田浩一議員

ＪＲ九州の鉄道収入は、令和元年度比で約54％

とお聞きし、鉄道収入ではさらに厳しい経営状

況であると理解できました。

このような状況をお聞きすると、日南線と吉

都線の路線維持にも影響が出るのではと、大変

心配しております。

県として、沿線自治体と利用促進に努めてい

ただくとともに、ＪＲ、バス、タクシー、コミ

ュニティーバス等々、全体的な県内交通網維持

に、県のリーダーシップを期待いたします。

次に、地域交通ネットワークの最適化に向

け、市町村とも議論しているとお聞きしており

ますが、今回の地域間幹線バス路線の見直しと

併せて、地域内の交通見直しも進めるべきだと

考えますが、県の考えを総合政策部長に伺いま

す。

地域間幹線バ○総合政策部長（松浦直康君）

ス路線につきましては、バスネットワーク最適

化支援基金を活用しまして、今後５年間をかけ

て、持続可能な運行形態への見直しに集中的に

取り組むこととしております。

見直しに当たりましては、車両の小型化や運

行のデマンド化、乗合タクシーの導入など、効

率的で利便性を損なわない運行方法の検討も行

うこととしております。

議員御指摘の地域内交通につきましては、地

域間幹線と一体となって交通ネットワークを形

成するものでありますので、市町村が運行する

コミュティーバス等についても、必要に応じて

交通需要に見合ったデマンド化など、最適化に

向けた提案を市町村に対して行ってまいりま

す。

今回、県職員の皆様と意見交○武田浩一議員

換する中で、県内の地域交通網の最適化と、効
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率的で利便性を損なわない運行方法も検討され

ているとお聞きして、大変期待しております

が、地域内交通と地域間幹線が一体となった交

通ネットワーク形成は、大変難しい課題である

と理解しております。

車がないと生活ができない上、高齢化が進ん

でいる中山間地域においては喫緊の課題であり

ます。ＪＲ、バス、タクシー、コミュニティー

バス等々、総合的な県内交通網維持に取り組ん

でいただきますよう、お願いいたします。

次に、県民の安心に対する取組について。

今回の新型コロナウイルス感染症でお亡くな

りになった全ての方、御家族に対してお悔やみ

を申し上げますとともに、医療従事者をはじめ

全ての関係者の皆様の献身的な働きに、感謝と

敬意を表します。

新型コロナウイルス感染症関連については、

知事の提案理由説明でもあったように、自宅療

養者が2,000人を超える状況のようであります。

家族が濃厚接触者や陽性者（無症状）になった

場合、自宅待機、自宅療養になる可能性が高い

と考えます。

私の家庭内でも、どのように隔離するか、そ

もそも隔離できるのかを話し合いましたが、結

局、どんな問題が発生するのか、なってみない

と分からないという結論でした。

生活様式や家族構成等が違う中、自宅療養に

対して、県民の皆様から不安の声をお聞きいた

します。

今回の第６波で急増している自宅療養者の現

状について、福祉保健部長に伺います。

自宅療養者○福祉保健部長（重黒木 清君）

は、２月４日に最大の2,536人となりましたが、

先週の24日現在で1,408人となっております。

県では、感染が急増する中でも、入院が必要

な方については速やかに入院していただき、直

ちに入院が必要でない方につきましては、宿泊

施設や自宅での療養をお願いしております。

自宅療養につきましては、管轄の保健所が、

症状や家庭の事情等を考慮しながら決定してお

り、具体的には、隔離の必要がなく、家族全員

が陽性である場合や、幼い子供の世話のために

自宅での療養を希望される場合などがございま

す。

なお、自宅療養者は、療養期間中は外出しな

いことや、定期的な部屋の換気などの注意事項

を守りながら療養していただいているところで

ございます。

一例ですが、先日、高校時代○武田浩一議員

の同級生に会いました。「どこに行くの」と聞

くと、「宮崎市内に住む孫の保育園がコロナで

休みになったので、孫の面倒を見に行く」との

答えでした。串間から宮崎まで大変だなとも思

いました。

このように、県民の皆様がコロナに翻弄され

疲弊している中、家庭での療養となると、家族

構成や陽性者の人数、幼い子供がいる、高齢者

がいるなど様々なパターンが考えられますが、

自宅療養者に対する支援体制について、福祉保

健部長に伺います。

自宅療養者○福祉保健部長（重黒木 清君）

につきましては、訪問看護ステーションの看護

師や、感染が急拡大し、特に自宅療養者が多く

なっている地域におきましては、医療機関の看

護師の協力もいただきながら、毎日、電話によ

る健康観察を行い、体温や酸素濃度、症状等を

確認し、必要に応じて、医師による電話での相

談や診療を行っているところであります。

このような健康観察を通して気になる症状が

見られた場合には、保健所が医療機関と連携し
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て、外来の受診や入院の調整を行っているとこ

ろであります。

また、食料品等の生活の支援が必要な方に対

しましては、希望に応じて、おおむね10日分の

食料や衛生用品を自宅に配送しており、第６波

では、これまでに5,000個以上を配送していると

ころでございます。

県としましては、自宅療養者が安心して療養

できるよう、引き続き、健康観察や日常生活の

支援をしっかりと行ってまいります。

自宅療養者は、２月４日に最○武田浩一議員

大の2,536人から、24日現在1,408人と減少傾向

のようですが、まだまだ予断を許さない状況で

あります。

このような中、自宅療養者に対する支援とし

て、訪問看護ステーションや医療関係の看護師

の皆様の日々の健康観察、体温や酸素濃度、症

状の確認等、また、保健所と医療機関が連携し

ての外来の診察や入院調整の支援、特に第６波

では、食料品・衛生用品等を自宅へ、これまで

に5,000個以上配送されていますし、自宅療養者

の８割以上の方が利用されているとお聞きしま

した。

関係者の皆様は、体調管理に気をつけて、引

き続きの対策をよろしくお願いいたします。

次に、昨年末からのトカラ列島群発地震が大

変心配な状況であります。本年に入り、１月16

日未明、トンガ諸島付近の火山の大規模噴火に

伴い、気象庁は津波注意報と津波警報を発表。

このような中、１月22日、１時８分頃、日向灘

で地震が発生しました。

津波の心配はありませんでしたが、南海トラ

フ地震、日向灘沖地震がいつ起こるか分からな

い中、県民の皆様に不安が広がっております。

特に津波では、多くの人命が失われることが予

想されます。Ｎ－ｎｅｔは、津波については最

大20分程度早く検知でき、多くの人命を救うこ

とができるのではと期待されております。

そこで、令和元年度より事業実施されている

「南海トラフ海底地震津波観測網（Ｎ－ｎｅ

ｔ）」整備事業の進捗状況について伺います。

南海トラフ○危機管理統括監（小田光男君）

海底地震津波観測網、いわゆるＮ－ｎｅｔは、

南海トラフ地震の想定震源域のうち、観測網の

空白域である高知県沖から日向灘に、ケーブル

式海底地震・津波観測システムを整備するもの

で、従来よりも、地震発生を最大で20秒程度、

津波については最大20分程度早く検知できると

されております。

国は、令和元年度から５か年計画で整備を開

始し、これまでに、対象地域の海洋調査や海底

ケーブルの敷設工事を進めるとともに、宮崎県

側では、串間市市木地区において、陸上の局舎

建設に着手したところであり、令和５年度に全

ての整備が完了する予定と伺っております。

県としましては、県民の安全確保、早期避難

に有用なシステムと期待しておりますことか

ら、Ｎ－ｎｅｔの早期整備に向けて、引き続き

国に強く要望してまいります。

南海トラフ地震に対する新た○武田浩一議員

な地震津波観測網を構築するとして、Ｎ－ｎｅ

ｔ事業が令和元年度から始まりました。

2011年の東日本大震災では、海域における観

測が不十分であったことから、津波警報や緊急

地震速報が過少となり、多くの人命が失われる

一因になったと言われております。

1995年の阪神・淡路大震災や、2011年の東日

本大震災を契機に、日本における地震や津波の

観測体制は劇的に変革してまいりましたが、太

平洋沿岸において、高知県沖から宮崎県までの
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海域に空白域がありました。Ｎ－ｎｅｔは、高

知県の室戸と宮崎県の串間に陸上局を持ち、高

知沖から日向灘にかけての海域の36点におい

て、地震及び津波のリアルタイム観測を可能と

する観測網であります。より震源に近い場所で

観測を行うことにより、将来的に防災につなが

る研究成果が期待されるとともに、今に比べて

津波を最大で20分、地震を20秒早く検知しま

す。

しかしながら、昨今、国内で地震が多発して

いる状況を考えますと、令和５年度と言わず、

一日も早い整備完了を願うものであります。Ｎ

－ｎｅｔの早期整備に対して、国への強い要望

をお願いいたします。

次に、本年１月21日、ＮＨＫ九州エリア番組

「ザ・ライフ」で２，４，５－Ｔ系除草剤の埋

設問題が取り上げられました。

1970年前後に国有地で植林を進めた際に、雑

草処理に使用した除草剤が、その後、有害性が

分かり、1971年に使用が中止されました。

林野庁の管轄ではありますが、県民の安心に

対する取組の観点から、宮崎県内の国有林に埋

設されている「２，４，５－Ｔ系除草剤」の現

状と、今後どのように対応していくのか、県の

考えを環境森林部長に伺います。

国によります○環境森林部長（河野譲二君）

と、県内の国有林には、合計８か所に固形状粒

剤1,813キログラム、液体状乳剤20リットルの

２，４，５－Ｔ系除草剤が、コンクリートの塊

などにして埋設されているとのことでありま

す。

また、管轄する森林管理署において、年２回

の定期点検のほか、大雨や地震などの後には臨

時点検を行っており、これまで異常は確認され

ていないとの報告を受けております。

現在、国では、将来の掘削処理の可能性につ

いて、技術的な調査・検討を始めたところであ

り、年度内にまとめる調査結果を基に、撤去の

可否を判断すると聞いております。

県としましては、こうした国の動向を注視す

るとともに、関係する市町村への適時適切な情

報提供について、国に要請してまいります。

林野庁は、地域の安全に問題○武田浩一議員

はないとしていますが、近年は、豪雨などで土

砂崩れが相次いでおり、岩手県や福岡市が撤去

を求めているようです。

林野庁は「安全な無害化方法が確立されず、

掘り出す際に飛散も懸念される」、専門家委員

会は「地域住民の生活に及ぼす影響はない」と

説明していますが、２月17日の国会では、「昨

年11月に、環境保全などを手がけるコンサルタ

ント会社に委託、岐阜、高知、佐賀、熊本の各

県の埋設地で撤去に向けた方策を調べている。

調査結果を踏まえて撤去の可否を検討する」と

のことです。

本県としては、国の動向を注視するというこ

とですが、現在あるものが明日消えてしまうも

のではないので、県民が安心して生活できるよ

う、県の責任において、埋設地の点検方法（周

辺の土壌、水質調査等）の在り方も含め、年２

回の点検結果を、県や市町村に対して文書で報

告すること、また、除草剤の無害化や安全な撤

去方法を早急に研究し実施されることを、国に

対して強く要請していただきたいと思います。

また、ＮＨＫは先日、「太陽光パネル大廃棄

時代がやって来る」という特集番組を放映し、

「需要を終えた太陽光パネルが大量の産業廃棄

物となる事態に備え、制度の見直しが必要」と

伝えましたが、本県では、太陽光パネルについ

て現在どのように処理されているのか。また今
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後、太陽光パネルの大量廃棄が見込まれる中、

どのように対応していくのか、環境森林部長に

伺います。

太陽光パネル○環境森林部長（河野譲二君）

の処理については、国において、リユース・リ

サイクルを前提にした、最終処分までのガイド

ラインが示されております。

現在、このガイドラインに沿って、太陽光パ

ネルの処理が行われているところであります

が、保護ガラスと発電面が樹脂で密着してお

り、その分離が難しいことなどから、ほとんど

は破砕した後、焼却または埋立処分されており

ます。

このような状況を踏まえ、資源としての有効

活用を図るため、県では今年度から、再資源化

施設整備に対する支援内容を見直し、新たに太

陽光パネルのリサイクル施設を対象に加え、そ

の促進を図ることとしたところであります。

今後とも、国や関係機関などと連携しなが

ら、大量廃棄に備え、適正な処理が確保される

よう努めてまいります。

現状では、県内で焼却または○武田浩一議員

埋設処理されているということですが、ＳＤＧ

ｓ、持続可能な循環型の社会づくりを標榜する

時代においては、いささかお粗末であります。

今後、太陽光パネルの大量廃棄に備え、早急

に太陽光パネルのリサイクル施設を対象に加

え、リユース・リサイクルを確立して、大量廃

棄時代に備え、適正な処理が確保されることを

期待いたします。

次に、ゼロカーボン社会づくりについて。

今回、環境施策の推進体制を強化するため、

「温暖化・新エネルギー対策担当」を、環境施

策の総合調整機能を担う「環境計画担当」と、

ゼロカーボン社会の実現に向けて、市町村との

連携や全庁的な取組をリードする「ゼロカーボ

ン社会づくり担当」が新設されますが、「ゼロ

カーボン社会づくり担当」ではどのようなこと

に取り組まれるのか、環境森林部長に伺いま

す。

今回の組織改○環境森林部長（河野譲二君）

正は、ゼロカーボン社会の実現に向けて、国の

施策と連動しながら全庁的な取組を推進するた

め、ゼロカーボン関連業務に特化した新たな担

当を設置するものであります。

これまでも、省エネ、再エネに関するセミ

ナーの開催や、アドバイザーの派遣などを実施

するとともに、脱炭素に関する国の交付金申請

に向けて、市町村の取組を支援してまいりまし

た。

これらに加え、「ゼロカーボン社会づくり担

当」では、新たに、県民の意識改革、行動変容

を促すための普及啓発や、事業者の再エネ設備

導入支援などに取り組みたいと考えており、こ

れまで以上に、関係部局や市町村との連携を強

化し、ゼロカーボン社会づくりの実現に向け

て、取組を加速してまいります。

市町村との連携や全庁的な取○武田浩一議員

組をリードするという大変重要な担当ですが、

県民への普及啓発にどのように取り組んでいく

のか、環境森林部長に伺います。

昨年10月に実○環境森林部長（河野譲二君）

施した県民意識調査によりますと、ゼロカーボ

ンについてはあまり認知されていなかったこと

から、さらなる県民への普及啓発が必要と認識

したところであります。

このため、今議会に新規事業としてお願いし

ております、「2050年ゼロカーボン社会づくり

プロモーション事業」において、県民に親しみ

を持ってもらうためのロゴマークやキャッチコ
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ピー、具体的な行動を分かりやすくまとめたパ

ンフレットの作成に加え、県民から幅広く取組

についてのアイデアを募集するコンテストな

ど、効果的なプロモーションを戦略的に実施す

ることとしております。

この事業により、訴求効果の高い普及啓発を

行い、県民のゼロカーボン社会づくりに向けた

機運醸成や行動変容を促してまいります。

2050年までにカーボンニュー○武田浩一議員

トラルを達成することは、大変野心的な取組で

あると考えます。

脱炭素社会実現のための新技術開発はもとよ

り、再生エネルギーの利用促進等々も必要で

す。また、全ての企業・組織の協力、そして県

民一丸となっての取組が大切であると考えま

す。

カーボンニュートラルを達成することイコー

ル、地球・人類の未来が託されていると言って

も過言ではありません。ゼロカーボン社会づく

り担当の挑戦に期待いたします。

次に、サツマイモ基腐病対策について。

本年度の取組状況と、来年度の取組について

伺います。

サツマイモ基○農政水産部長（牛谷良夫君）

腐病は、発生から４年目となり、国の農研機構

等と連携しながら、様々な防除対策を進めてい

るところですが、依然として厳しい状況が続い

ております。

このため今年度は、ウイルスフリー苗など、

無病苗の利用拡大に加え、土壌処理剤等の実証

や、抵抗性を有する品種の比較試験、ドローン

による一斉防除、植付けの早進化などに取り組

み、一定の成果が得られたものと考えておりま

す。

来年度は、これらの成果を踏まえて改正した

マニュアルについて、生産者への周知・徹底を

さらに図りますとともに、効果的な防除方法の

実証や、 抵抗性の確認された品種「べにまさ

り」の大規模導入、他の作物を組み合わせた栽

培体系の確立などの総合的な対策を、農研機

構、関係機関・団体と産地が一体となって実施

してまいります。

ここ数年、サツマイモ基腐病○武田浩一議員

大量発生により、産地は大きくダメージを受け

てまいりました。

そのような中でも、精力的に頑張っている農

家がいますし、ＪＡ串間市大束と株式会社くし

まアオイファームも協力体制を構築し、不退転

の決意で「カンショ産地」の再生を目指してお

ります。サツマイモ基腐病の総合的な対策によ

り、一日も早い産地再生を期待いたしておりま

す。

次に、海岸漂着物の対策について。

先日も串間市内の住民の方から、「海岸線に

漂着ごみがすごい。年々ひどくなっている。大

変深刻な問題です」とお話がありました。早

速、串間土木事務所に対応していただき、地元

の方と海岸線を４キロほど歩いて調査していた

だいたようです。

県内での海岸漂着物の現状と対応について、

農政水産部長と県土整備部長に伺います。

海岸漂着物に○農政水産部長（牛谷良夫君）

ついては、日常的なプラスチックごみのほか、

約８割が流木となっており、台風や大雨などに

よる出水後、海岸に漂着する状況が見られま

す。

漂着した流木等は、放置すると、再流出によ

る漁業活動への支障が懸念されるため、農政水

産部では、日常的な清掃に取り組む地元自治会

や、漁協などへの作業物資の支援のほか、大量
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の漂着があった場合は、県が主体となって回収

・処分を行っております。

直近では、昨年９月に、台風等による大量の

流木等が青島海岸に漂着した際に、地元美化活

動団体等や宮崎市と連携・協力して回収・処分

を行ったところであります。

海岸漂着物の処理につきましては、今後と

も、適切な役割分担の下、必要な措置を講じて

まいります。

海岸漂着物の○県土整備部長（西田員敏君）

現状につきましては、農政水産部所管の海岸と

同様の状況であります。

県土整備部が所管する海岸の対応状況につき

ましては、大規模な漂着により、水門等の開閉

などに影響が生じる場合や、再流出により船舶

の航行に支障が生じるおそれがある場合には、

災害復旧制度や国の補助金などを活用し、県が

主体となり、関係市町と連携して回収・処分を

行っております。

また、比較的小規模な漂着の場合には、県の

委託事業に加え、ボランティア団体などの協力

を得ながら処理しております。

今後とも、関係市町や地域の皆様の協力もい

ただきながら、必要な措置を行ってまいりま

す。

本県の美しい海岸線は、「日○武田浩一議員

本のひなた宮崎県」の宝であります。県民の皆

様の尊いボランティア精神が頼りのようであり

ますが、太陽の降り注ぐ宮崎のため、常に美し

い海岸線を保っていただきますよう期待いたし

ます。

次に、教育行政について。

民法改正により、本年４月１日から成年年齢

が20歳から18歳に変わることに関して、様々な

問題が不安視されております。

20歳にならないとできないことは、飲酒をす

る、喫煙をする、競馬、競輪、オートレース、

競艇の投票権、馬券などを買う、養子を迎え

る、大型・中型自動車免許の取得などで、それ

らが現在と変わらないものです。

18歳になったらできることは、10年有効のパ

スポートを取得する、公認会計士や司法書士、

医師免許、薬剤師免許などの国家資格を取る、

結婚 女性の婚姻年齢が16歳から18歳に引き―

上げられ、男女ともに18歳に、そして、親の同

意がなくても契約できるとして、携帯電話の契

約、ローンを組む、クレジットカードをつく

る、一人暮らしの部屋を借りるなどです。

そこで、18歳成年年齢引下げに伴う高校教育

における課題について、教育長に伺います。

改正民法の施行に○教育長（黒木淳一郎君）

より、在学中に18歳の誕生日を迎えた生徒が、

順次成年に達することとなります。

今回の改正は、若年者の自己決定権を尊重す

るものであり、若者の積極的な社会参加を促

し、それによって社会を活力あるものにするこ

とに意義があります。

このことから、高校教育におきましては、生

徒に社会との関わりを自覚させ、自立した個人

としての自己の確立を促し、他者とともに次の

社会を担うことのできる資質や能力を身につけ

させることが課題であると考えております。

特に、金銭的なトラブルを含め、自分の意思

で契約を行うための権利と責任について、生徒

が理解を深めていくことも重要であると考えて

おります。

今後、この課題に対してどの○武田浩一議員

ように対応していくのか、現在の取組も含めて

伺います。

県立高校では、契○教育長（黒木淳一郎君）
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約における権利と責任について、生徒や保護者

の理解も重要なことから、入学後の早い時期か

ら丁寧な説明を行っております。

さらに、「総合的な探究の時間」や「課題研

究」を中心に、地域の課題などを自分ごととし

て捉え、考え、議論する中で、自ら判断し、行

動していくような学びを推進してきたところで

あります。

また、成年を迎えることによって生じる金銭

などをめぐる契約の権利と責任については、家

庭科や公民科で学習するとともに、弁護士会や

金融機関とも連携した取組を行っております。

私は、18歳成年年齢引下げに○武田浩一議員

伴う一番の問題は、「親の同意がなくても契約

できる」ことだと思います。

未成年者が親の同意を得ずに契約した場合に

は、民法で定められた「未成年者取消権」に

よって、その契約を取り消すことができま

す。18歳で成年に達すると、未成年者取消権は

行使できなくなり、その契約に対して自分自身

で責任を負うことになります。また、安易に契

約を交わすとトラブルに巻き込まれたり、社会

経験の乏しい18歳成年を狙い撃ちにする悪質な

業者もいます。

そうした消費者トラブルに遭わないために、

高校教育において、契約に関する知識や様々な

ルールを学び、その契約が必要かよく検討する

力を身につけられるよう期待いたします。

次に、コロナウイルス感染症のオミクロン株

の出現により、児童生徒にも感染が広がり、学

級閉鎖や自宅待機等、この２年の間にも、学校

行事等を含め、児童生徒のメンタルヘルスが大

変心配されております。

このような中、本県の公立小中高校等におけ

るいじめ・不登校の現状について、教育長に伺

います。

令和２年度の調査○教育長（黒木淳一郎君）

における、本県の公立小中高等学校のいじめの

認知件数につきましては、本県の「積極的な認

知」の方針もありまして、１万740件となってお

り、1,000人当たりの件数は、全国と比べて高い

割合にあります。

次に、不登校につきましては、1,785名であ

り、同じく1,000人当たりの人数は、全国と比べ

ますと低い割合にはあるものの、小学校におけ

る増加が顕著であります。

コロナ禍での生活が長期化し、あらゆる行動

が自粛を強いられている中、子供たちを取り巻

く生活環境は大きく変化し、生活のリズムの乱

れも見受けられるなど、これらの課題にも影響

を及ぼしている面もあるのではないかと考えて

おります。

このような現状の中、どのよ○武田浩一議員

うな対応をされているのか伺います。

いじめや不登校を○教育長（黒木淳一郎君）

はじめ、様々な課題が見られる中、これらの課

題にきめ細かに対応するため、県教育委員会と

いたしましては、これまでも、専門家の活用な

どを通して、教育相談体制の整備や未然防止に

向けた取組の充実に努めてまいりました。

今回、それぞれの取組を一元化し、総合的な

生徒指導体制の充実を図るため、スクールカウ

ンセラーやスクールソーシャルワーカーなどの

専門家の増員や、ネットトラブルの未然防止に

向けた、ＩＴ専門家の学校への派遣回数の増加

などを柱とした、「みやざきの子どもを守る総

合支援事業」を、今議会にお願いしているとこ

ろであります。

今後とも、子供たちの命を守ることを第一

に、事業を推進してまいります。
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日本中で目を覆いたくなるよ○武田浩一議員

うないろいろな事件・事故等のニュースが連日

流れ、やるせなさと自身の無力さを感じており

ます。

教育の現場では、私たちが思っている以上に

大変であろうと推察いたします。一人一人の児

童生徒に寄り添った、命の大切さを感じる心を

育てる教育の重要性について、教育長の所感を

伺います。

全国各地で、児童○教育長（黒木淳一郎君）

生徒の貴い命に関わる様々な事件や事故が起き

るたび、私も胸が締めつけられるような思いを

いたしております。

このような子供を取り巻く環境が年々厳しさ

を増す中、「いのちを大切にする教育」につき

ましては、県教育委員会の重点取組に掲げて取

り組んでおります。

その一環としまして、７月１日から７日を

「宮崎県いのちの教育週間」に設定し、学校、

家庭、地域及び関係機関が一体となって、命の

大切さについて重点的に学ぶ取組を行っており

ます。

また、児童生徒が不安や悩みを抱えたとき

に、助けを求めることが大変重要でありますの

で、ＳＯＳの出し方に関する教職員向け資料を

新たに作成し、授業等での積極的な活用を進め

ているところであります。

今後とも引き続き、命を大切にする教育のさ

らなる充実に取り組んでまいります。

いじめ・不登校の現状につい○武田浩一議員

て、小学校における不登校の増加が顕著である

との答弁がありました。小中高へ引きずらない

か、大変心配です。早めの原因究明と、一人一

人に寄り添った対応をお願いいたします。

私の小中高時代、50年前を思い出しますと、

勉強が大好きで、部活が大好きで、大好きな友

人たちとも楽しくてたまらないバラ色の日々

だった。いや、勉強は好きではなかったし、部

活はきつかった。友人たちとは楽しかったけれ

ど、よくけんかもした。今思えば取るに足らな

い悩みだったとも思えるが、当時は結構真剣な

悩みだったように思います。しかし、家族や友

人、先生方のおかげで、どちらかというと楽し

い学生時代を過ごせたと思います。

来年度も、スクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカーなどの増員予算も提案され

ておりますが、年々増えるいじめや不登校に対

応し切れていません。簡単に解決できない問題

だとは理解しておりますが、１件でもいじめ・

不登校が減ることを期待いたします。

子供たちの現状は、我々大人社会の縮図であ

ると考えます。学校だけではなく、社会全体の

問題として取り組んでいくべき問題です。全て

の命を大切にする教育を伝えていただきたいと

思います。

最後に、本年３月をもって県職を去られる全

ての皆様、自分と家族に対してありがとう、お

疲れさまとお伝えください。ありがとうござい

ました、お疲れさまでした。（拍手）

次は、坂本康郎議員。○中野一則議長

〔登壇〕（拍手） 公明党宮崎○坂本康郎議員

県議団の坂本康郎でございます。通告に従いま

して質問をいたします。

ＮＨＫで昨年、「貧困の連鎖を絶て！西成高

校の挑戦」という番組が放送されました。舞台

は大阪府立西成高校。

学校がある大阪市西成区は貧しい家庭が多い

地域で、親から子へと続く「貧困の連鎖」が問

題になっていました。

番組に登場する山田勝治先生が教頭として赴
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任した2006年当時、西成高校では、生徒の非行

や問題行動が日常的になっており、先生が注意

をしても生徒は完全無視を決め込んで、授業の

体裁を取ることすら困難な、荒れに荒れた状態

にありました。

「子供たちを救うためにはどうしたらいいの

か」、学校立て直しのためのプロジェクトチー

ムが発足しました。先生たちはまず、学校を休

みがちな生徒の家を一軒ずつ訪問するところか

ら始めます。

年間訪問件数600件、地道な家庭訪問の中で実

情が見えてきました。生徒の親の多くは、非正

規労働者やシングルマザーであること。生活の

苦しさから親が逃げ出して、育児放棄されてし

まっていたり、親の代わりに子供が全ての家事

をしていることも少なくないこと。そんな環境

の中で、子供たちは夢を失い、学校の授業なん

て聞いても無駄だと考えるようになってしまっ

たことなど、今深刻化している子供の貧困の問

題が、西成高校でいち早く顕在化した状態にあ

りました。

想像を超えた厳しい現実を目の当たりにしな

がら、それでも先生たちは子供に向き合ってい

きます。「よりどころのない子供たちにとっ

て、私たちが最後のとりで、ここで負けたら終

わってしまう」と、当時の心境を山田先生は振

り返ります。

何度も話合いを重ねる中で、必要なのは、子

供たち自身に貧困状態を理解させ、貧困から抜

け出すすべを具体的に教えていくしかないこと

に、先生たちの思いが至ります。

西成高校の学校改革の切り札として、従来の

教育課程から一歩踏み込んだ「反貧困学習」の

授業が始まりました。

授業では、実際に卒業生が体験した不当解雇

の事例などを挙げ、貧困家庭の子供が陥りやす

い問題への対処の仕方を、法律や社会制度の仕

組みを通して教えます。貧困の現実と向き合う

ことで、そこから抜け出す力を育むことが狙い

です。

また、生徒自身の可能性を切り開く意欲を引

き出すために、将来就きたい仕事、築きたい家

庭を思い描かせ、そのために何をすればよいの

か、一年ごとの計画を立てさせる「人生の設計

図」をつくる取組も行われます。「幸せに生き

るためにはどうするか」、生徒に考えさせるの

です。この「反貧困学習」によって、次第に生

徒たちの意識が変わっていきました。

さらに、生徒の生活支援にも先生は寄り添い

ます。経済的な事情で通学が困難な生徒を連れ

て生活保護の申請に役所へ出かけ、朝起きられ

なければ、毎朝起こしにその生徒のところへ

通ったという一人の先生は、「自分で生きる力

をつける、そのための高校生活です」と、きっ

ぱりと言い切ります。

西成高校では、就職支援においても異例の取

組がなされました。その年の就職希望者「内

定100％」を目標に掲げ、教員総出で地域の企

業330社へ求人開拓に、安心して働ける職場環境

かどうか確認しながら生徒を売り込みに歩きま

した。

番組では、先生と一緒に会社訪問をする一人

の女子生徒の当時の様子を映し出します。17歳

で出産し、シングルマザーになった彼女は、就

職を諦めかけていましたが、先生に連れられて

いろいろな会社を訪問し、そこで働く人たちか

ら話を聞くうちに、「もしかしたら私が活躍で

きる場所があるかもしれない」と考えるように

なります。

働く母親をサポートする様々な施設にも足を
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運び、教え子の就職した後のことにまで気を配

る先生の姿に、彼女はいつしか「絶対に先生に

内定の報告をしたいと思うようになりました」

と、当時を振り返ります。

西成高校は、こうした取組により、目標の就

職希望者全員が内定を決め、その後10年連続で

就職内定率100％を達成。かつての極めて厳しい

教育困難校から、学校満足度アンケートで９割

の生徒が「この学校に来てよかった」と答える

「希望の学校」へと生まれ変わりました。

この「西成高校の挑戦」には、放送直後から

大変大きな反響があったようであります。「子

供の貧困」や「貧困の連鎖」という本来学校教

育の範疇に収まらない深刻な社会問題に手をつ

け、一つの解決の道を示してみせていること

に、私も大変感銘を受けた次第です。

このコロナ禍が、子供のいる家庭の経済に大

変大きな打撃を与えていることは、本県の生活

福祉資金特例貸付けの申請状況などを見ても明

らかであります。平成28年の調査で、「子供の

７人に１人が貧困」という、子供の貧困状態が

ますます深刻になっているのではないか、危惧

をしています。

本県の子供の貧困の現状についてどのように

御認識か、知事にお伺いします。

次に、本県の学校において、子供の貧困状態

をどのように掌握し、どう対応されているの

か、現状を教育長にお伺いします。

県民の暮らしに寄り添うためには、その前提

として、県民の生活の実態をできるだけ早く、

正確に把握しておく必要があります。

子供の貧困の問題においても、コロナ禍の影

響は大変大きいと見込まれますので、県で把握

できる最新のデータに基づいた対策の実施を要

望します。これについて、福祉保健部長に御見

解をお伺いします。

壇上の質問は以上とし、以降は質問者席にて

行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。子供の貧困に対する認識についてでありま

す。

令和２年度に内閣府が全国で実施した「子供

の生活状況調査」におきましては、収入の水準

が低い世帯や、ひとり親世帯では、新型コロナ

の影響を受け、生活状況がさらに厳しくなって

いる可能性があると、分析が行われているとこ

ろであります。

都道府県別の分析は行われておりませんが、

本県におきましても、同様な状況にあるものと

考えております。

このような中、県では、子どもの貧困対策推

進計画を策定し、子供への教育の支援や保護者

への支援などの対策を実施しております。コロ

ナ禍の中で、特に保護者に対する経済的支援や

就労支援が重要であることから、低所得の子育

て世帯への特別給付金の支給や、生活福祉資金

の特例貸付けを行うとともに、新たに生活困窮

者の相談窓口を拡充し、 就労等の支援の充実に

取り組んでいるところであります。

今後とも、貧困の連鎖を断ち切るため、市町

村や関係団体等と一層の連携を図りながら、子

供の貧困対策を推進してまいります。以上であ

ります。〔降壇〕

〔登壇〕 お○福祉保健部長（重黒木 清君）

答えします。最新のデータに基づく子供の貧困

対策についてであります。

本県の子どもの貧困対策推進計画では、子供

の貧困状況を把握し、計画の実効性を担保する

ために、生活保護世帯の子供の高校や大学への

進学率など24の指標を設置するとともに、これ
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らの指標に基づき、毎年度、施策の効果を評価

・検証しながら、関係部局と連携して、必要な

対策を推進しているところであります。

コロナ禍におきましても、これらの指標の動

向を注視しながら、住民税非課税世帯に対する

給付金の支給や子供の学習・生活支援などに取

り組んでいるところであり、来年度につきまし

ても、今議会で、就労による自立に取り組むひ

とり親世帯への住宅家賃の無利子貸付事業をお

願いしているところであります。

引き続き、計画に掲げる最新の指標の動きを

見極めながら、コロナ禍における子供の貧困対

策にしっかりと取り組んでまいります。〔降壇〕

〔登壇〕 お答えし○教育長（黒木淳一郎君）

ます。学校の対応についてであります。

子供の貧困の状況は様々でありますことか

ら、各学校では、児童生徒の小さなサインを見

逃さないよう、日頃から、きめ細かな観察を

行っております。

さらに、気になる子供に対しましては、面談

や早期の家庭訪問を行うなど、子供を取り巻く

環境の把握に努めております。

その後の対応や課題解決に当たりましては、

子供に寄り添いながら、スクールソーシャル

ワーカー等の専門家や、関係機関と連携した取

組を行っているところであります。

今後とも、学校教育におきましては、全ての

子供たちが、家庭環境に左右されることなく学

びが継続するよう、きめ細かな対応に取り組ん

でまいります。以上であります。〔降壇〕

令和２年に策定されました○坂本康郎議員

「第２期宮崎県子どもの貧困対策推進計画」に

おきましては、子供の貧困の現状を分析するた

め、御答弁にありましたように、一般世帯と生

活保護世帯の子供の進学率の比較が用いられて

いますが、生活保護を受けていない一般世帯の

中にも、生活に困窮し、進学しない、できない

子供や家庭が、現実には相当数いるものと思わ

れます。

できる限り、住民税非課税世帯や、特に就学

援助の認定を受けている世帯の状況にまで配慮

した、実態の把握と対策に努めていただきます

よう、お願いいたします。

御紹介しました「西成高校の挑戦」は、子供

の貧困を、支援だけでなく、どう教育・指導し

ていくかという視点で取り組み、子供たちを立

派に育てようと正面から向き合っているところ

に、見る者が共感し、心を打つのだろうと私は

思います。

「貧乏」と「貧困」は違います。「貧乏」

は、純粋にお金がない状態で、そのための支援

が必要です。「貧困」は、貧乏状態から抜け出

す気持ちも、すべもなくしている状態です。誰

かが導いてあげなければ、自分ではそこから抜

け出せなくなってしまっています。それが親か

ら子へ、またその子から子へと世襲されていま

す。

子供の貧困問題の根本的な解決のために、子

供に将来を思い描かせ、生きるために必要な知

恵や知識を教えていく。そこには大変な労力を

伴う場合もあるかもしれませんが、スクール

ソーシャルワーカーの役割とは違う、学校の先

生方に託すしかない大変重要な仕事ではないか

と考えます。

一方で、教員数の不足や働き方改革の課題も

あり、教育委員会も大変苦慮されているものと

察しますが、これからもずっと、子供本位の教

育が見失われないよう、一層の取組と現場への

御配慮を改めてお願いいたします。

この４月から、高校では金融教育の充実が図
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られるようでありますが、子供の進路形成によ

い影響が与えられることを大変期待しておりま

す。取組について教育長にお伺いします。

県立高等学校にお○教育長（黒木淳一郎君）

きましては、全ての生徒が、家庭科の消費生活

の分野におきまして、生活における経済の計画

や、消費行動の在り方について学習をしており

ます。

具体的には、収支のバランスの重要性ととも

に、事故や病気、失業などに対応するリスク管

理等についても学び、生涯を見通した生活設計

を考えることを通して、将来、経済的に自立し

た生活を送ることができる生徒の育成に取り組

んでおります。

このほか、専門的な内容を学習するために、

消費生活センターの出前講座や、生命保険会社

等によるライフプランニングに関する講座等、

関係機関と連携した取組も実施しているところ

であります。

次に、感染第６波への県の対○坂本康郎議員

応について質問いたします。

変異ウイルス「オミクロン株」について、感

染が始まった当初は、「感染力は強いものの重

症化はしにくい」とか、「感染が急激に拡大し

た後は、急激に下がっていく」などの観測もあ

りましたが、２月以降は、死亡者も重症者も、

第５波のデルタ株の感染拡大の時期を上回り、

毎日発表される感染者の数も、依然一定の下げ

止まりの状態で、いまだ予断を許さない状況が

続いています。

県内におけるオミクロン株感染の急拡大に対

して、県は１月13日に感染拡大緊急警報を発令

し、その後、本県へのまん延防止等重点措置の

適用に伴い、19日に都城市と三股町を、21日に

宮崎市と延岡市、25日には全市町村を対象に重

点措置の区域指定がなされました。

他県と比較して早め早めの対応や、特に飲食

店における酒類の提供の終日停止については、

「東京や福岡でもやっていないのに」「厳し過

ぎるのではないか」との声も聞かれましたが、

その後の感染状況や連日お亡くなりになる方が

続いている状況を考えると、今回の県の対応も

やむを得ないものと理解をしています。

いまだ感染の収束が見通せない中で、一方で

は経済活動との両立も図っていかねばならず、

大変難しい判断が続くわけですが、その判断に

当たり、第６波において、知事はどのようなお

考えで県独自の強めの対策を決断されたのか、

お伺いします。

本県では、第５波の検○知事（河野俊嗣君）

証に基づきまして、ワクチン接種や飲食店の認

証制度が進んだことを踏まえ、医療の逼迫が生

じない水準に感染を抑えつつ、日常生活と社会

経済活動の維持を図っていくことを基本方針と

していたところであります。

しかしながら、今回の第６波では、感染力の

極めて強いオミクロン株によりまして、すさま

じい勢いで感染者が急増しております。また、

免疫をすり抜ける力も強いと言われておりまし

て、ワクチンを２回接種しても感染する、「ブ

レイクスルー感染」も多く発生したところであ

ります。

このため、九州でも唯一の医師少数県である

など、医療提供体制が脆弱な本県におきまして

は、最大限の感染防止対策を早めに講じること

が必要と判断いたしまして、国が定めたワクチ

ン・検査パッケージによる行動制限の緩和を見

送るとともに、認証店も含め、飲食店等に対し

まして、一律に酒類提供の停止を求めるなど、

強い対策を打ってきたところであります。
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私は、感染症対策で重要なことは、これまで

に積み上げてきた知見を踏まえつつ、ウイルス

の特性や新たな治療法などの対策の進展に応じ

まして、臨機応変かつ迅速に対応していくこと

だと考えております。

今後とも、本県の実情を踏まえ、その時々の

感染状況に応じまして、適時的確に必要な対策

を講じてまいります。

第６波の感染拡大に伴い、県○坂本康郎議員

内でも、小中学校の臨時休校や幼稚園・保育園

の休園が相次いでいます。子供への影響はもち

ろんですが、保護者への影響も懸念されます。

感染拡大による臨時休校などで仕事を休まざる

を得ない保護者を支援する「小学校休業等対応

助成金」について、申請状況と活用を促進する

ための県の取組を、商工観光労働部長にお伺い

します。

国により○商工観光労働部長（横山浩文君）

ますと、全国の令和３年８月１日以降の休暇に

係る助成金の申請状況は、２月10日現在で、申

請件数は約１万3,700件、そのうち支給決定件数

は約9,900件で、支給決定額は約９億8,000万円

となっておりますが、都道府県ごとの申請状況

等につきましては、現段階では公表されており

ません。

本助成金の活用促進を図るため、国では、労

働者向けの特別相談窓口を設置しており、県に

おきましても、制度に関する情報を小学校や保

育所等の保護者に届けるため、市町村等を通じ

て周知を図りますとともに、専門家による相談

対応や、県のホームページなどでも紹介を行っ

ているところでございます。

県といたしましては、今後とも、労働局等の

関係機関とも連携しながら、制度の一層の周知

に努めてまいります。

御答弁にありました全国の申○坂本康郎議員

請件数から推測しますと、県内でもあまり活用

されていないように思われます。

先日、常任委員会でも話題になりましたが、

支援を必要としている人に支援が行き届いてい

ないことがまだ見受けられるため、依然とし

て、情報提供や周知の方法が課題のようであり

ます。

ここで取り上げました「小学校休業等対応助

成金」などは、休校や休園を知らせる際に、お

知らせのプリントとセットにして保護者に届け

るなど、少しの工夫でその効果が見込まれると

思います。部局間で情報の整理をして、今後の

感染拡大の際に影響が想定される対象について

は、あらかじめ用意しておくなど、市町村との

連携も含めて、対策に努めていただきますよう

お願いいたします。

次に、感染拡大による今年度の修学旅行への

影響について、教育長にお伺いします。

新型コロナウイル○教育長（黒木淳一郎君）

ス感染症の影響を受け、やむなく今年度中の修

学旅行の実施を中止した学校が、県立学校で

は14校、中学校では24校となっております。な

お、中止した多くの学校では、次年度での実施

を計画しております。

一方、小学校につきましては、現時点で中止

した学校はございません。

また、実施した学校におきましても、感染状

況を踏まえ、感染症対策を確実に実施するとと

もに、日程の短縮や、より安全な行き先にする

など、十分配慮をしながら実施しているところ

であります。

この第６波の影響で、計画さ○坂本康郎議員

れていた修学旅行が、出発の数日前に急遽中止

せざるを得なくなった県立高校もありました。
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旅行の中止に伴うキャンセル料の負担につい

て、学校と保護者の間で少し混乱が生じていた

ようでありますが、修学旅行の中止または延期

に伴うキャンセル料の取扱いについて、教育長

にお伺いします。

県立高等学校及び○教育長（黒木淳一郎君）

中等教育学校におきましては、第６波の影響で

中止及び延期となり、キャンセル料等が発生し

た学校が15校ございます。

県教育委員会といたしましては、オミクロン

株の急激な拡大による判断であることから、保

護者の負担を軽減するため、修学旅行のキャン

セル料等支援事業に係る補正予算を、今議会に

お願いしたところであります。

各市町村におきましても、修○坂本康郎議員

学旅行のキャンセル料につきましては、各自治

体の判断で、地方創生臨時交付金の活用が可能

となっていますので、保護者の負担軽減のため

に、市町村の教育委員会への周知確認をぜひお

願いいたします。

引き続き、教育長に質問いたします。

県立高校における中途退学者数の現状をお伺

いします。

本県の県立高等学○教育長（黒木淳一郎君）

校における中途退学者数は、平成30年度332人、

令和元年度203人、令和２年度204人となってお

ります。

令和２年度の中途退学者数につきまして、全

国の状況と比較しますと、生徒1,000人当たりの

数値になりますが、全国は10.6人、本県は9.4人

となっております。

２年前になりますが、令和元○坂本康郎議員

年度の２月議会で、県立高校の特別指導の在り

方について質問いたしました。

今御答弁をいただきました中途退学者の中に

は、本人の意思で進路変更をしたり、中には健

康上の問題で学校を辞めざるを得なかった場合

も含まれるものと察しますが、２年前に私が取

り上げましたのは、当事者である生徒及びその

保護者が納得しないまま、半ば強制的と受け取

られる形で自主退学した、させられたケースで

あります。

行き過ぎた指導行為のないよう、県でガイド

ラインの策定を行うなど、特別指導の在り方に

ついて見直しを求めました。その後の進捗状況

を、教育長にお伺いします。

学校で行われる特○教育長（黒木淳一郎君）

別指導とは、問題行動を起こした生徒が、自ら

の行動を反省し、将来に希望や目標を持ち、よ

り充実した学校生活を送ることができるよう、

特別に指導や支援を行う教育活動でありまし

て、校長の判断で実施しております。

県教育委員会では、前回の議員からの御指摘

などを踏まえ、特別指導に関する基本的な考え

方や指導の手順などを示した「特別指導の在り

方」を作成し、県立学校の校長会に対し、適切

に対応するよう指導を行ったところでありま

す。

今後も、学校からの個別の相談に丁寧に対応

するなどして、当該生徒の学校生活の充実につ

ながるよう、支援に努めてまいります。

この４月から改正少年法が施○坂本康郎議員

行されます。ここで詳しくは触れませんが、高

校の生徒指導の在り方も含め、私たち大人の子

供たちへの関わり方が、今まで以上に問われる

ことになるのではないかと思います。

生徒自身の意思を尊重して、できる限り、一

人も漏れなく学校を続けていかせる方向で、指

導に努めていただきますよう要望いたします。

次に、2027年の国スポ・障スポに向けた県総
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合運動公園の整備計画について、計画の内容を

総合政策部長にお伺いします。

県総合運動公○総合政策部長（松浦直康君）

園が国民スポーツ大会の会場として予定されて

おります競技は、テニス、ラグビー、自転車、

空手の４競技、また、障がい者スポーツ大会で

は、フライングディスクの１競技でありまし

て、このうちテニス、ラグビー、自転車の３つ

の競技会場につきまして、改修等を行うことと

しております。

具体的な工事内容としましては、庭球場は、

耐用年数が到来するコート面の更新、ラグビー

場は、老朽化している得点板の更新、自転車競

技場は、競技施設基準に沿った施設の改修等を

予定しているところであります。

同じく、国スポ・障スポに向○坂本康郎議員

けて整備される陸上競技場やプール、体育館の

主要３施設では、その整備に当たっての基本的

な考え方として、未来みやざき創造プランにう

たう、「スポーツの聖地としてのスポーツラン

ドみやざきの構築」や、県観光振興計画にある

「全県的なスポーツキャンプ・合宿受入れ体制

の整備」など、上位関連計画との整合性や、ス

ポーツランドみやざきの全県展開に向けた拠点

づくりが示されています。

県総合運動公園内の国スポ・障スポで使用さ

れるスポーツ施設においても、将来性について

同様の考え方で整備されるのでしょうか、総合

政策部長にお伺いします。

御質問のよう○総合政策部長（松浦直康君）

に、陸上競技場、体育館、プールの主要３施設

につきましては、本大会後も、生涯スポーツの

振興や大会・合宿の誘致など、スポーツランド

みやざきの全県展開に向けた新たな拠点として

利活用が図られるよう、整備を進めているとこ

ろであります。

そして、県総合運動公園は、スポーツランド

みやざきの中核としての役割を担うものであ

り、施設等の改修に当たりましては、引き続

き、その役割を十分発揮できるよう検討を進め

てまいります。

昨年12月に、日本テニス協会○坂本康郎議員

と宮崎県テニス協会から県に対して、総合運動

公園内の庭球場を現在の砂入り人工芝の仕様か

らハード仕様のコートへ整備を求める要望書が

提出されています。せっかく整備するのであれ

ばこうしてもらいたいという、専門家からの貴

重な御意見であります。

私も後日、県テニス協会の秋田義久会長にお

会いして、お話をお伺いしました。現状の砂入

り人工芝のコートは、国内では普及しているも

のの、世界基準では既にガラパゴスと化してし

まっていること。競技力の向上と、世界で活躍

できる有望な選手の育成に、ハードコートが絶

対不可欠であること。障がい者の車椅子テニス

においても、ハードコートのほうが望ましいこ

と。これが実現すれば、全24面のハードコート

を備える国内でも有数のテニス競技場となり、

国際大会まで視野に入れた大きな大会や合宿の

誘致が見込めることなど、「スポーツの聖地と

してのスポーツランドみやざき」を掲げる本県

にとっては、大変具体性のある希望の持てる提

案ではないかと受け止めました。

ちなみに、伊達公子日本テニス協会理事から

御提案があった屋根の設置については、メイン

で使われる４面ないし６面のコートがカバーで

きればよいとのことであります。

県の決断が待たれるわけですが、要望書提出

の際に同席された日隈副知事に、今後の見通し

など御見解をお伺いします。
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国民スポーツ大会に○副知事（日隈俊郎君）

向けた県総合運動公園庭球場のコート改修に当

たりましては、テニス競技の少年の部におい

て、ハードコートが推奨されていることを念頭

に置きながら、また、大会後の利活用にも十分

に配慮しなければならないと考えておりまし

て、私自身、競技団体との協議をはじめ、現地

に足を運ぶなどして、様々な角度から検討して

いるところであります。

なお、ハードコートとした場合は、大会後も

県内トップ選手の育成など、本県の競技力向上

に寄与できるとともに、全国レベルの大会や合

宿誘致にもつなげられるのではないかと考えて

おります。

日本テニス協会からも、ハードコートの整備

がなされた場合には、日本代表チームの合宿

や、全国規模の大会の開催について検討したい

とのお話もいただいているところであります。

今後、県全体のテニスコートの状況や、整備

に伴うコストなどを総合的に検討した上で、さ

らに関係団体や市町村などとも調整しながら、

整備の方向を定めてまいりたいと考えておりま

す。

次に、本県の津波対策につい○坂本康郎議員

て質問いたします。

最大震度７と想定される南海トラフ巨大地震

において、最大17メートルの高さの津波が、最

短到達時間14分で本県を襲うことが予想されて

います。

津波からの避難について、県の計画では、周

辺に高層ビルや高台など逃げる場所がない地域

には、津波避難タワーの整備などの対策を取る

ことで、津波避難困難地域の解消を図っていく

としていますが、現在、県内の津波避難困難地

域は解消されているのかどうか、現状と取組を

危機管理統括監にお伺いします。

県では、津○危機管理統括監（小田光男君）

波避難場所の確保のため、「新・宮崎県地震減

災計画」によりまして、沿岸市町が、民間ビル

や公共施設、高台等を避難場所に指定すること

を促進しております。

特に、津波浸水想定区域内にあり、避難場所

が確保できない津波避難困難地域については、

避難タワーや盛土高台などの津波避難施設を、

県や沿岸市町が整備しておりまして、県内で現

在計画している26基が今年度中に完成する予定

であります。

今後は、県の総合防災訓練や市町が実施する

避難訓練の中で、当該施設を利用した避難経路

の確認等を行うことにより、その有効性を検証

してまいります。

このコロナ禍で、避難訓練や○坂本康郎議員

意識啓発のための防災イベントが影響を受けて

いるものと思われます。私どもも昨年、公明党

の防災フォーラムを宮崎市内で予定していまし

たが、感染拡大により、２度にわたって開催の

中止を余儀なくされました。

南海トラフ巨大地震で想定される被害の規模

について、県は令和元年の想定で、人的被害

（死者数）１万5,000人、建物被害（全壊棟数）

８万棟と発表しています。

この大規模な被害想定に対して、県は、減災

対策を取ることで、その減災効果によって１

万5,000人の死者数を限りなくゼロにしていくと

いう計画を立てていますが、建物の耐震化率の

向上を除けば、主な減災対策には、早期避難率

の向上や避難場所の確保、避難訓練の実施など

が挙げられており、県民の防災意識の向上と迅

速な避難行動があって、初めて死者数がゼロに

近づくという計算が成り立つ計画になっていま
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す。

コロナ禍の影響で、防災の意識啓発や避難訓

練が十分になされないまま被災した場合に、死

者数は反対に、限りなく１万5,000人に近づいて

いるのではないかという危機感を持ちます。

コロナ禍における啓発イベントや避難訓練等

の実施状況と県の取組について、危機管理統括

監にお伺いします。

住民が避難○危機管理統括監（小田光男君）

の重要性を理解し行動するためには、啓発イベ

ントを通して災害を考える機会を持ったり、避

難訓練等を通じて自ら体験し、住民同士で確認

することは大変重要であると考えております。

本年度、県及び市町村が予定していたイベン

トや避難訓練の実施状況は、新型コロナウイル

ス感染症の影響によりまして、５割弱となって

おります。

一方で、11月に県全体で実施いたしました

シェイクアウト訓練では、例年と変わらない７

万人以上の参加者があり、一定の成果が得られ

たものもあります。

今後もコロナが収束するまで、人が集まるイ

ベント等は影響を受けると思いますが、感染状

況のタイミングを見ながら、十分な感染対策を

取り、可能な限り実施してまいります。

コロナ禍の影響による県民の○坂本康郎議員

防災意識の低下や、避難行動の機能の低下な

ど、マイナスの要素をよく検証していただき、

被災死者数を限りなくゼロに近づけるための対

策について、減災効果に加えて、いま一度、

ハード面の対策についても、津波を防御するた

めの海岸保全施設や港湾・漁港施設などの整備

計画が今のままでよいのか、この機会によく検

討していただきますよう要望いたします。

１月15日に南太平洋トンガ沖で発生した海底

火山の大規模噴火の影響で、16日未明に、本県

沿岸部全域に津波注意報が発令されました。

同日、津波警報が出された鹿児島県奄美市で

は、真夜中の避難指示の発令に、住民の多くが

一斉に車での避難を始めたため、市内では大渋

滞が発生する事態になりました。

後日、地元奄美市の市議会議員に当日の状況

を伺いましたが、「避難する車同士の事故が発

生し、さらに渋滞が重なった」「あのまま津波

に襲われていたら大変なことになっていた」

と、大変混乱した様子を振り返っておられまし

た。

津波避難時の自動車使用について、本県では

「津波から避難する４つのポイント」の中で、

「避難の際には車は使わない」と呼びかけてい

ますが、車を使わないと避難できない高齢者な

ど災害弱者のことも配慮しなければならず、

「原則として、車で避難するのはやめましょ

う」という記載もあります。

この「原則として」の許容範囲が曖昧なた

め、人によって「原則として車は使えないが、

今日は真冬だから」とか「真夜中だから」「避

難が長時間になるかもしれないから」など、

様々な受け止め方になるように思います。

今回の奄美市の事例も踏まえ、「車は使わな

い」という大原則の上で、避難時にどうしても

車が必要な避難行動要支援者の家庭など、避難

時にも稼働できる車両には、事前に通行証を発

行するなどして、使ってもいい車と、使っては

いけない車を明確に色分けしておくことが必要

ではないでしょうか。

地域防災計画にも反映させて、避難時に使え

る車両が地域でも認識されるよう意識づけをす

るなど、対策が急務ではないかと考えますが、

危機管理統括監に御見解をお伺いします。
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津波の際○危機管理統括監（小田光男君）

は、一刻も早く高い場所への避難が必要である

ため、市町村では、なるべく居住地に近く、か

つ、想定津波高より高い場所を避難場所として

おります。

県としましては、避難場所までの自動車利用

は、 道路の破損や渋滞により時間を要すること

が想定されることから、徒歩による避難を原則

としております。

しかしながら、心身の状況等により、自動車

での移動が必要な方もおられることから、これ

らの方については、自動車避難のリスクを十分

理解した上で、事前に避難経路等を確認してお

く必要があります。

このため、津波被害の想定地域におきまして

は、 避難計画の作成や訓練を通じ、例えば自動

車を利用する際のルールなど、全ての住民が安

全に避難できる方法を共有しておくことが重要

であると考えております。

次に、杉の花粉について質問○坂本康郎議員

いたします。

日本気象協会の発表によりますと、今年の九

州地方の杉花粉の飛散のピークは２月下旬、宮

崎は昨シーズンより少なめとの予想でありま

す。花粉症の人には大変過ごしづらい時期に既

に入っているものと想像します。

最近、「花粉症回避ツアー」という旅行の

ジャンルが存在することを知りました。予約サ

イトを見てみますと、避暑地ならぬ「避粉地」

として、杉やヒノキが植生していない沖縄県や

北海道、標高が高く花粉の飛散が少ないとされ

る群馬県草津温泉などが人気を集めているよう

であります。

寒がりの人に聞くと、好きこのんでわざわざ

寒い北海道や東北に住む気にはならないそうで

す。２人に１人とも言われる花粉症の症状を持

つ人が、旅行先や移住先に杉やヒノキの多いと

ころを避ける傾向があるとすれば、杉の生産量

全国１位を誇る本県にとっては、まんざら無視

できない問題であります。

本県における、花粉が少ない少花粉杉や低花

粉杉の生産の取組を、環境森林部長にお伺いし

ます。

社会的・経済○環境森林部長（河野譲二君）

的に大きな影響を与えている杉の花粉症に対

し、花粉の発生を抑制する上で、花粉の少ない

杉苗木の生産を拡大していくことは大変重要で

あると考えております。

現在、本県の杉苗木の大半は、花粉量が一般

的な杉に比べ、おおむね20％以下の少花粉杉や

低花粉杉となるオビスギ系統の品種であること

から、県では、これらの品種を推奨しており、

苗木生産者に対し、生産拡大を図るための技術

研修会を開催するとともに、生産施設の整備や

採穂園の造成、挿し木用の穂木の確保、新規生

産者による試験的生産の取組を支援していると

ころであります。

今後とも、花粉の少ない杉苗木の安定供給を

行うことにより、花粉の発生抑制に努めてまい

ります。

御答弁いただきました県の杉○坂本康郎議員

花粉を減らす取組が、一般的にはあまり知られ

ていないように思います。

仮に杉花粉が理由で、知らないところで本県

の魅力が半減している、２人に１人が宮崎を避

けているかもしれないとしたら大変残念な話で

ありますので、花粉が少ない飫肥杉の特徴や、

低花粉杉、少花粉杉の生産の取組について、

もっと広報に努めていただくとともに、観光誘

客や移住・ＵＩＪターンに関わる花粉症や杉花
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粉の影響の有無を、関係部局でも一度検証して

いただくことを提案いたします。

次に、介護職員の処遇改善について質問いた

します。

今年10月以降の介護職員の処遇改善に係る措

置として、臨時の報酬改定が行われることにな

り、それに先立って、２月から９月までの間は

「介護職員処遇改善支援補助金」が支給される

ことになりました。

この措置により、「収入を３％程度、月額平

均9,000円相当引き上げられる」としています

が、実質的にはどの程度の賃金の引上げになる

のか、福祉保健部長にお伺いします。

御質問の補○福祉保健部長（重黒木 清君）

助金は、介護職員の処遇改善を図るものであ

り、介護人材の確保にとって重要な取組と考え

ております。

今後、今年２月から９月を対象期間といたし

まして、介護職員の賃金引上げを行う事業所に

補助金を交付することにしており、賃金引上げ

に充てる経費として、標準的な職員配置の事業

所で、介護職員１人当たり月額9,000円程度が補

助されますが、事業所の判断によりまして、生

活相談員などの介護職員以外の職員の賃金引上

げに補助金を充てる、柔軟な運用も認められて

いるところでございます。

このため、介護職員の賃金引上げ幅は事業所

によって異なってくると思われますが、県とい

たしましては、引き続き、本補助金の周知を図

るとともに、介護職員の処遇改善が適切に図ら

れますよう、事業所への指導・助言を行ってま

いります。

宮崎市内の介護事業所に勤め○坂本康郎議員

る方に話を伺いますと、今御答弁にありました

ように、事業所に勤務する生活相談員や事務職

員、調理をする人、送迎の車を運転する人な

ど、補助の対象にならないほかの職員にも配慮

しなければならないため、実質的に月額2,000円

程度の賃上げにしかならない事業所もあるよう

です。

一方で、事業所ごとに対応が異なることを抜

きにして、「介護職員１人9,000円の処遇改善」

という言葉だけが独り歩きをしている面がある

ため、人によっては過度の期待や、逆にがっか

りなど、ともすれば職場の和を乱すことになり

かねないと、現場では困惑している声が聞かれ

ました。

介護職員の処遇改善について、対象職種の拡

大が望まれますが、介護現場で混乱のないよ

う、県からも、より丁寧な情報提供、情報発信

に努めていただきますようお願いいたします。

次に、認知症などで判断力が不十分な人の財

産管理を弁護士などが代行できる成年後見人の

制度について、質問いたします。

本県の高齢者のうち、認知症を患っている人

がどのくらいいるのか、福祉保健部長にお伺い

します。

平成27年に○福祉保健部長（重黒木 清君）

国が公表した認知症有病率に基づいて推計しま

すと、令和２年10月末時点におきまして、本県

の認知症の高齢者数は約６万人とされておりま

す。

また、令和７年には、高齢者数の増加と有病

率の上昇に伴いまして、約７万人、65歳以上の

高齢者の５人に１人が認知症になると見込まれ

ております。

次に、本県の成年後見制度の○坂本康郎議員

利用者数をお伺いします。

本県におけ○福祉保健部長（重黒木 清君）

る成年後見制度の利用者は、年々増加してお
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り、平成28年には2,083人でしたが、令和３年に

は2,755人となっております。

今後、認知症の方に加え、独り暮らしの高齢

者が増加すると見込まれ、成年後見制度の利用

者もさらに増えることが予想されております。

それでは、県内で成年後見人○坂本康郎議員

を引き受けることが可能な、弁護士などの専門

職がどのくらいいるのかお伺いします。

県内で成年○福祉保健部長（重黒木 清君）

後見の受任実績がある専門職の団体に調査しま

したところ、令和３年４月１日現在で、弁護

士77人、司法書士61人、社会福祉士146人、行政

書士などその他の専門職24人の合計308人が、成

年後見を受任可能との回答をいただいておりま

す。

このうち、約半数が宮崎市に集中する一方

で、１人もいない市町村が８町村あるなど、地

域に偏在する状況となっております。

一般的に、この制度自体がま○坂本康郎議員

だよく知られていないという側面があります

が、県内で６万人いる認知症の高齢者数から考

えますと、今後、利用者の増加が見込まれ、ま

すます制度の果たす役割が大きくなっていくも

のと思われます。

新年度の国の利用促進基本計画には、過疎地

の市町村などで後見人や相談業務に携わる人材

の確保に、都道府県が当たることが明記されま

すが、人材確保に向けた県の取組について、福

祉保健部長にお伺いします。

近年、家族○福祉保健部長（重黒木 清君）

形態の多様化や財産管理の困難さなどを理由に

親族後見が減少する一方で、専門職後見が増加

しておりますが、専門職は、その数や地域偏在

の問題があり、今後見込まれる成年後見制度の

利用者の増加に対応するためには、親族や専門

職以外の担い手の確保が重要でございます。

このようなことから、県としましては、新た

な後見の担い手として、市町村社会福祉協議会

などの法人が受任できる体制の整備を積極的に

推進しております。

具体的には、市町村社会福祉協議会等の職員

を対象とした、後見業務に関する研修を開催す

るとともに、職員の指導を受けながら、金銭管

理や見守り等の実務を行う支援員を養成してい

るところであります。

今後とも、どの地域におきましても、成年後

見制度の利用を必要とする人が、尊厳ある自分

らしい生活を継続することができる体制の整備

に取り組んでまいります。

以上で、用意しました全ての○坂本康郎議員

質問を終わります。御答弁いただき、ありがと

うございました。（拍手）

以上で午前の質問は終わりま○中野一則議長

す。

午後は１時再開、休憩いたします。

午前11時48分休憩

午後１時０分再開

休憩前に引き続き会議を開○濵砂 守副議長

きます。

次は、山下寿議員。

〔登壇〕（拍手） 皆さん、こ○山下 寿議員

んにちは。私は、自由民主党、児湯郡選出の山

下寿でございます。

やはり、この壇上に立ちますと、いつも緊張

します。皆さん、どうぞよろしくお願いいたし

ます。

まず初めに、新型コロナウイルス感染症によ

り、お亡くなりになった方々の御冥福をお祈り

申し上げますとともに、御遺族の皆様に心より
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お悔やみを申し上げます。

また日々、医療の最前線でコロナの治療に当

たっていただいている医療関係者の皆様と、各

市町村等でワクチン接種の業務に尽力していた

だいている関係者の皆様に対し、心から感謝を

申し上げます。

さて、早いもので、令和４年の年が明けて、

今日で２か月が経過いたしました。正月が過

ぎ、立春も過ぎ、ようやく春が来るかなと思っ

ていたのですが、なかなか春らしくなりませ

ん。それもそのはずです。新型コロナウイルス

感染症が中国で確認されてから、既に２年の月

日が過ぎ去ったのにもかかわらず、まだ収まる

気配が感じられないからであります。

新型コロナウイルス感染症の影響により、い

ろいろな行事が中止になり、県外への往来自粛

を強いられ、仕事や会議も制約を受け、日本経

済は大打撃を受けております。

このような状況の中で行われた北京オリン

ピック。日本選手団は過去最多のメダルを獲得

するなど大変活躍をしてくれましたが、無観客

では、いま一つ盛り上がりに欠けたのではない

でしょうか。選手たちがかわいそうでたまりま

せん。

それでは、通告に従いまして、まずは、先ほ

ど触れましたが、これだけはどうしても避けて

通ることができない、新型コロナウイルス感染

症についてであります。

昨年の秋頃には第５波が収束し、コロナが収

まってくれるのではと期待しましたが、昨年11

月に南アフリカで初めて確認された変異株オミ

クロンが世界中に広がりました。

日本でも沖縄、広島、神奈川など、いわゆる

米軍由来と言われるオミクロン株の感染が、

あっという間に日本全国に広がり、現在もなお

その勢いが絶える気配がありません。

本県におきましては、今年１月18日、知事が

国に対して、まん延防止等重点措置の適用を申

請され、１月21日から適用されました。

その期間は２月13日までの予定でありました

が、２月８日にまん延防止等重点措置の適用期

間の延長を国に申請し、３月６日までの延長が

決定しました。

まん延防止等重点措置の適用を受け、県内全

域において、飲食店の時短営業や酒類の終日提

供停止の要請がなされております。

このように、知事も先手、先手で対策を取ら

れておりますが、なかなか出口が見えない。オ

ミクロン株は重症化率が低いと言われる一方、

県内では、新型コロナウイルス感染症の影響に

よりお亡くなりになる方が日増しに増えている

のも現実であります。

そこで、知事にお尋ねします。

２月８日にまん延防止等重点措置の適用期間

の延長を国に申請されましたが、その判断に

至った経緯と、知事の考え方についてお伺いい

たします。

以上で壇上からの質間を終わり、その後の質

間は質問者席で行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

本県では、年明けの３連休以降の感染急拡大

を受けて、１月21日から国のまん延防止等重点

措置が適用されております。

重点措置区域につきまして、同日より宮崎

市、都城市、延岡市及び三股町の４市町を指定

し、25日より全市町村に拡大したところであり

ます。

その後、先行して感染が拡大した都城・北諸

県圏域や延岡・西臼杵圏域で新規感染者が減少
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傾向となり、県全体でも前週の同じ曜日を下回

る状況が続くなど、重点措置の一定の効果が見

られたところであります。

しかしながら、最大の人口を有する宮崎・東

諸県圏域で感染が高止まりし、依然としてクラ

スターも連日発生するなど、県全体としてピー

クアウトにまでは至らず、高齢者の入院増加や

酸素投与が必要な患者の増加など、医療提供体

制への負荷が増大する状況にありました。

このため私は、２月13日という重点措置の適

用期限が迫る中で、今が第６波の感染を抑え込

む重要な局面にあり、現在の強い対策を緩める

タイミングにはないと判断し、２月８日、国に

対し、その延長を要請したものであります。以

上であります。〔降壇〕

この後の私たちの生活を大き○山下 寿議員

く改善することが期待される、いわゆるゲーム

チェンジャーとなるのが、治療薬の開発であろ

うと考えます。

今年２月14日付の朝日新聞の報道によります

と、アメリカの製薬会社メルクは、軽症患者向

けの飲み薬、モルヌピラビルの供給を前倒しす

るとのことでありました。

一方、２月20日のＮＨＫの日曜討論番組で、

新型コロナウイルス感染症の感染症法に基づく

分類を、現在の結核などと同じ２類相当から、

インフルエンザと同じ５類にする案が出ていま

した。インフルエンザは予防接種や経口薬など

治療薬が整っていますが、新型コロナウイルス

感染症は、治療薬が完全でない状況を踏まえ、

専門家の先生は、「２類相当から５類への分類

変更は慎重に行う必要がある」と述べていらっ

しゃいました。

そこで、福祉保健部長にお尋ねします。

現在日本で、新型コロナウイルス感染症の治

療薬として承認されている、中和抗体薬と経口

治療薬の使用実態と効果についてお伺いいたし

ます。

新型コロナ○福祉保健部長（重黒木 清君）

の陽性患者のうち、心疾患、糖尿病、高血圧、

肥満、高齢などの重症化リスクのある軽症等患

者のための治療薬として、中和抗体薬と経口治

療薬があります。

本県でのこれらの治療薬に係る使用実績につ

きましては、国の公表によりますと、１月31日

現在で、中和抗体薬「ゼビュディ」の投与人数

が208人、経口治療薬「ラゲブリオ」 これ―

は、議員の御質問にありましたモルヌピラビル

の商品名でございますけれども の投与人数―

が46人となっております。

また、県が運営し、自宅・宿泊療養者等への

中和抗体療法を実施する重症化予防センターに

おきましては、１月28日から２月25日までの期

間で、155名の方に対し中和抗体薬を投与してお

ります。

これらの治療薬の効果につきましては、臨床

試験のデータによりますと、患者の入院や死亡

につながるリスクを、中和抗体薬「ゼビュ

ディ」では約80％、経口治療薬「ラゲブリオ」

では約30％減少させる効果があるとされており

ます。

今後、日本の製薬会社におい○山下 寿議員

ても新型コロナウイルス感染症の治療薬が開発

され、経口治療薬等の普及が進むと、新型コロ

ナウイルス感染症への対応はどうなっていくの

か、福祉保健部長にお伺いします。

経口治療薬○福祉保健部長（重黒木 清君）

は、投与に人手や時間がかからず、自宅で服用

できるメリットがありますことから、新型コロ

ナの医療体制を大きく変える役割が期待されて
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おり、医療提供体制が脆弱な本県におきまして

は、患者の重症化予防のほか、医療の負担軽減

につながるものと考えております。

しかしながら、既に国内で承認されている経

口治療薬につきましては、発症日から５日以内

の投与や、同時に服用できない薬が多いなど、

実際の処方に当たっての課題も見えてきており

ますことから、現在、具体的な処方までの手順

の見直しなどにつきまして、関係機関と協議を

重ねながら進めております。

現在、承認申請をされている新たな経口治療

薬は国内メーカー製であり、安定的な供給をは

じめ期待も大きいことから、県といたしまして

は情報収集に努めるとともに、必要とする方へ

の速やかな投与体制の構築に向け、取り組んで

まいります。

ありがとうございました。○山下 寿議員

次に、交番・駐在所の統廃合についてお伺い

します。

私はこの問題について、昨年９月の定例会で

も同じ質問をしました。なぜ同じ質間を繰り返

すのか、同じ質間を繰り返すのには理由がある

からです。その理由とは何か。それは、県民の

安全・安心を等しく確保したい、地域によって

格差があってはならないと考えているからであ

ります。

事の発端は、昨年７月、私たち議員に対し

て、交番・駐在所の統廃合に関する説明が県警

からなされたことから始まります。それを受け

て私たちは、党派を超えて勉強会を立ち上げ、

この問題に対する解決策を見いだしておりまし

た。その流れで、昨年９月の定例会では、私は

一般質問の中で、「交番・駐在所の廃止につい

ては、地域住民との意見交換を十分に行い、合

意形成を図った上で、残すべきところは残し、

廃止すべきところは廃止すると、丁寧に進めて

ほしい」と、強く要望させていただいたところ

であります。

また、令和３年11月定例会一般質問におい

て、佐藤議員の質問に対し、県警本部長は、

「交番・駐在所の統廃合については、地域住民

の方々へ丁寧かつ慎重な説明を行い、その理解

を得た上で進めてまいりたい」と答弁されまし

た。

ところが、今年１月21日付の宮日新聞で、

「人口減少などを踏まえ14の交番・駐在所を廃

止する」と報道されました。私は、この報道を

見たとき、愕然としました。

実は、その前の日の１月20日に、文教警察企

業常任委員会で私たちは、交番・駐在所の統廃

合に関する質問や資料提出を県警に求めていた

のです。ところが、この新聞で、まだ決まって

いないことが、あたかも決まったかのように報

道されたわけです。

この報道を受け、駐在所の廃止を予定されて

いる地域住民の方々が、「河内駐在所存続を求

める会」を立ち上げられました。

私は、「河内駐在所存続を求める会」の対策

会議が開催されるとの情報を地元議員からも

らって、コロナ対策を十分に行った上で、１

月26日に、ほかの県議３名とともにオブザー

バーとして会議に参加しました。その会議に

は、消防団やＰＴＡなどいろいろな組織や団体

の代表者20名がおられ、参加者全員が駐在所の

廃止に反対でありました。

特に少子高齢化が進む中山間地域ほど、交番

・駐在所は地域住民の安全・安心を確保する上

で必要な存在であるということを痛感させられ

た会議でありました。報告によると、宮崎県内

の治安情勢は、平成14年から比べると、刑法犯
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認知件数は５分の１に減少したとされていま

す。

つまり、この結果は、現体制が宮崎県の治安

を維持するのに良好な体制であるということを

証明しているようなものであります。なぜ良好

な体制を崩してまで統廃合を進める必要がある

のか、理解に苦しみます。

先ほどの「河内駐在所存続を求める会」

は、1,067名の署名を添え、駐在所の廃止に反対

する要望書を県警に提出されました。

そこで、警察本部長にお尋ねします。

令和３年11月定例会で警察本部長が答弁され

たとおり、地域住民の方々へ慎重かつ丁寧な説

明を行い、その理解を得た上で統廃合が行われ

るという認識で間違いありませんか、お尋ねし

ます。

議員御指摘のと○警察本部長（佐藤隆司君）

おり、令和４年２月10日、「河内駐在所存続を

求める会」の代表の方々から、地域住民の方々

の署名が添えられた要望書の提出を受け、私が

受理いたしました。

私自身、その思いを重く受け止めたところで

あり、交番・駐在所の統廃合に当たっては、議

員お尋ねのとおり、住民の方々に慎重かつ丁寧

な説明を行い、その御理解を得た上で進めてい

く方針に、現在も変わりはございません。

また、今回行っている交番・駐在所の統廃合

は、警察の治安維持機能を強化する上で必要不

可欠な施策であると考えております。

今回、御要望をいただいた地域住民の方々に

対しましては、統廃合の必要性や目的等につき

まして、引き続き、慎重かつ丁寧な説明を行っ

てまいりたいと考えております。

先ほどの１月21日付宮日新聞○山下 寿議員

の報道によりますと、交番・駐在所の統廃合

は、「公安委員会の規則改正を経て正式に決定

する」とされています。本当に不必要な駐在所

なのかどうかの議論が十分に行われていないに

もかかわらず、なぜ規則改正を急ぐ必要がある

のか理解できません。

現在、宮崎県において治安が安定している地

域から、警察官を配置転換しなければならない

ほど治安が悪化している地域があるのですか。

宮崎県の治安は不安定なのですか。そもそも交

番・駐在所の統廃合の背景にあるのが、交番襲

撃事件の増加であったはずなのに、なぜ人口減

少に論点がすり替わっているのですか。私は、

これまでの県警からの答弁で、納得いくものが

何一つありません。

そこで、公安委員長にお尋ねします。

そこまでして急ぐ規則改正について、どのよ

うな手続が取られるのかお伺いいたします。

公安委員会は、○公安委員長（島津久友君）

警察行政の政治的中立性の確保や、民主的管理

を図るために設置されておりまして、ここでい

う「管理」とは、警察事務の大綱方針を定め

て、これにより事前事後の監督を行うことであ

ります。

規則の改正に当たりましては、警察本部から

改正の趣旨・目的等の説明を受けた上で、その

趣旨等が、公安委員会で定めた大綱方針と乖離

するものではなく、また政治的中立性の確保が

保たれていれば、公安委員会の議決をもって改

正することとなります。

今回の統廃合につきましては、公安委員会と

いたしましても、治安情勢が変化する中、警察

が有する治安維持体制を強化するためには、必

要不可欠な施策であると認識しておりまして、

関係する規則の改正に当たりましては、適切に

行ってまいりたいと考えております。
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今も、「治安維持体制を強化○山下 寿議員

するために必要不可欠」と答弁されたわけです

けれども、治安が悪くなっているのであれば話

は分かります。でも、治安はよくなっているの

だから、治安維持体制を強化する必要がどこに

あるのですか。論理的に破綻していますよ。

時間がないので次に移ります。

次に、ふるさと納税の対象になる地方団体の

取消しについてお伺いします。

総務省は、今年１月14日、ふるさと納税の返

礼品をめぐる問題で、「１月18日付で都農町の

対象自治体の指定を取り消す」と発表しまし

た。

都農町は、過去５年間で360億円を上回るふる

さと納税を受けており、全国上位の自治体であ

りました。

都農町とすれば、毎年当初予算ほどと同額の

寄附が寄せられていたのですから、それがなく

なることは大変なことだと思います。

また、その恩恵を受けていた町民と返礼品事

業者の方々の思いや、じくじたるものがあると

思います。

小中学校の給食費無償や、中学校までの医療

費無料化など、近隣町村ではできない住民サー

ビスに影響が出ないか、大変心配になります。

今回、この事案が公になったことは、都農町

民にとっては大変なことであります。県も、市

町村を助言する立場である手前、他人事として

聞き流していい話ではないと思います。

今回都農町は、返礼基準額を大幅に超過した

返礼品を送付していたわけでありますが、その

事実は、どこかの時点で誰かが知っていたはず

です。

この事実を知っていたのはどこの誰なのか、

この事実がどのような形で公になったのか、こ

のような事態になる前に是正することはできな

かったのか、児湯郡選出の議員として自問自答

を繰り返す日々であります。

そこで、総務部長にお尋ねします。

この事案の発覚に至った経緯についてお伺い

いたします。

当該事案につきま○

しては、昨年11月に都農町から、一部の返礼品

に大量の寄附の申込みがあり、当該返礼品の提

供を行うことができなくなったため、代替品を

送付することとした旨の申出があったところで

あります。

この中で、当該代替品の調達価格が寄附額の

３割を超えているとの説明があったことから、

地方税法で定める返礼割合３割以下基準に抵触

するおそれがあるため、県としては、都農町に

詳細な報告を求めるとともに、総務省と連携し

て、事実関係の把握を進めたところです。

どこかで気づくことはできな○山下 寿議員

かったのですかね。

そこで、総務部長にお伺いします。

県は、市町村のふるさと納税の運用実績につ

いて、国にどのような報告を行っているのかお

伺いいたします。

ふるさと納税につ○

きましては、全ての自治体の運用状況を把握し

検証するため、総務省が、県を経由して毎年６

月頃に、前年度の実績を調査しております。

この調査の対象は、寄附金の受入れ及び個人

住民税からの控除となっており、このうち、寄

附金の受入れについては、ふるさと納税の受入

れ件数及び受入額、年間の寄附総額に対する返

礼品等の調達費用が３割以下であること、返礼

品等の調達費用や送料などを含む寄附金の募集

に要する経費が５割以下であることなどが調査
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されております。

県では、市町村の調査内容を確認し、取りま

とめた上で、総務省へ報告しております。

この事案発覚後、県において○山下 寿議員

は、各市町村の現状調査をなされたようです

が、その調査結果はどうだったのか、総務部長

にお伺いします。

県としましては、○

当該事案を受けまして、県内全市町村に通知文

を発出し、厳正な制度の運用を徹底するよう注

意喚起を行うとともに、法定基準の適合性及び

返礼品の管理状況の調査を行ったところです。

その結果、法定基準の適合性につきまして

は、都農町を除く25市町村は、返礼割合３割以

下基準などの法定基準を遵守した運用を行って

おりました。

また、返礼品の管理状況につきましては、同

じく25市町村において、返礼品ごとに受付上限

数を設定し、日々の受付件数や発送件数のモニ

タリングを行うなどして、適正な管理を実施し

ているところであります。

今回、この事案を受けて都農○山下 寿議員

町は、ふるさと納税の対象となる地方団体の取

消しという非常に重い処分を受けたわけであり

ます。この影響は計り知れない。返礼基準額内

で真面目にこの事業に取り組んでこられた事業

者の方々のお仕事までが、あっという間になく

なったわけであります。場合によっては、経営

不振に陥ってしまう事業者の方もいらっしゃる

のではないでしょうか。

中野県議会議長は、１月21日の定例記者会見

の中で、「「ふるさとは遠きにありて思うも

の」という言葉がありますが、自分はよその土

地にいるけれども、ふるさとを思って納税しよ

うというのが一つと、そして、それを受けるふ

るさとのほうも、納税額の３割以内の返礼品を

送ることで、地場産業とか特産品の知名度アッ

プを図ると、大きく２つの狙いがあるわけで

す。（中略）都農町の件については残念な気持

ちでいっぱいです」と述べられております。

そこで、総務部長にお伺いします。

今後、都農町の対応に対して、県としてどの

ような対応あるいは助言を行っていくのか、お

伺いいたします。

都農町におきまし○

ては、当該事案により影響を受けた寄附者への

対応として、寄附金の返還、または代替品の送

付等を行っております。

また、１月中旬には、ふるさと納税支援対策

室を設置し、今回の指定取消しにより影響を受

ける返礼品取扱事業者の支援策を検討するとと

もに、１月下旬に設置した第三者検証委員会に

おいて、事案に対する検証を開始し、原因究明

や再発防止策の検討などを行っております。

県としましては、都農町におけるこれらの対

応を見守るとともに、適切な行財政運営がなさ

れるよう、必要に応じて助言を行ってまいりま

す。

よろしくお願いしておきま○山下 寿議員

す。

次は、外国人材の受入れについてお伺いしま

す。

少子高齢化社会を迎えた日本は、現在、第１

次産業をはじめとして製造業や介護など、体力

を伴う職業の人材が不足し、外国人労働者に頼

らなければならない状況になっております。

私が住む町でも、農業や食肉処理工場、漁船

などで、たくさんの外国人技能実習生が日々、

技能習得のため働いています。ところが、新型

コロナウイルス感染症のため、入国が制限され
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ています。

そこで、商工観光労働部長にお尋ねします。

新型コロナウイルス感染症が流行する前と現

在における外国人技能実習生の受入れ状況につ

いて、お伺いします。

外国人の○商工観光労働部長（横山浩文君）

入国につきましては、新型コロナの水際対策強

化として、令和３年１月14日から一部の期間を

除き、新規入国が原則停止されているところで

ございます。

宮崎労働局によりますと、令和３年10月末現

在の県内の外国人労働者は、在留資格別では、

技能実習が前年同月より460人減少し3,419人

と、最も人数が減少しております。

一方で、技能実習からの移行が比較的容易な

特定技能１号は、前年同月の12人から162人に、

技能実習の修了等から移行できる特定活動

も、57人から122人と大幅に増加しております。

これらの結果、外国人労働者全体では5,236人

と、前年同月比で5.1％、283人の減少となって

おります。

一方、昨年11月18日の日本経○山下 寿議員

済新聞の１面トップに、このような記事が掲載

されました。

「出入国在留管理庁が人手不足の深刻な業

種14分野で定めている外国人の在留資格「特定

技能」について、2022年度にも事実上、在留期

限をなくす方向で調整していることが分かっ

た。熟練した技能があれば在留資格を何度でも

更新可能で、家族の帯同も認める。これまで

（中略）専門職や技術職に限ってきた永住への

道を労働者に幅広く開く外国人受入れの転換点

になる。現在、資格認定の前提となる技能試験

の在り方などを同庁や関係省庁が検討してい

る。今後、首相官邸や与党と調整し、22年３月

に決定し、省令や告示を改定する流れを想定し

ている」と報道されました。

これが実現されれば、第１次産業などにおけ

る人手不足の解消につながる、画期的な政策の

一つになろうかと思われます。

そこで、商工観光労働部長にお尋ねします。

早ければ、来年度の早い時期に始まることが

期待される、「無期限、外国人就労者の分野拡

大」なのですが、宮崎県には現在、どこの国の

人がどれくらいの人数で就労されているのか、

お伺いいたします。

宮崎労働○商工観光労働部長（横山浩文君）

局によりますと、令和３年10月末現在の県内の

国籍別の外国人労働者数は、ベトナムが最も多

く2,365人、次いで中国676人、インドネシア527

人、フィリピン495人、ミャンマー216人などと

なっております。

近年の国籍別の傾向としましては、コロナ禍

により新規入国が大幅に制限された令和３年を

除き、中国がほぼ横ばいで全体に占める割合が

年々低下している一方、ベトナムやフィリピ

ン、ミャンマーなどが増加傾向にございます。

ありがとうございました。○山下 寿議員

次に、公職選挙の投票率についてお伺いしま

す。

ここ数年来の国政選挙や地方選挙の投票率を

見てみますと、年々投票率が低下している実情

を目の当たりにして、心配になっております。

投票は、私たちがよりよい国づくりに参加で

きるようにするための大切な権利であります。

その権利の重要性を認識すればするほど、１票

の格差の不合理さに気がつくのは、至極当たり

前のことなのですが、しかし一方で、それを放

棄する人が多いことにも疑問を感じます。

平成31年４月７日に行われました、第19回宮
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崎県議会議員選挙における宮崎市選挙区の投票

率は33.62％であったのに対し、西都・西米良村

選挙区における西米良村の投票率は90.56％であ

りました。

また、第18回宮崎県議会議員選挙の東臼杵郡

選挙区における諸塚村の投票率は、何と91.73％

であったのです。すばらしい投票率だと思いま

す。

選挙区に主眼を置いて投票率を見てみます

と、議員定数が少ない選挙区は投票率が高く、

議員定数が多い選挙区ほど投票率が低くなる傾

向があるように思われます。

個人的には、投票率も加味した選挙区割りに

したほうが、よりよいまちづくりになる。その

ほうがいいのではないかと思うぐらいです。

そこで、選挙管理委員長にお尋ねします。

昨年11月14日に行われました、宮崎県議会宮

崎市選挙区補欠選挙における投票率は18.34％

と、今までの選挙で最も低い投票率でしたが、

この投票率について、選挙管理委員長の思いを

お聞かせください。

昨年11月執○選挙管理委員長（茂 雄二君）

行の県議会宮崎市選挙区の補欠選挙は、県執行

選挙として戦後最低の18.34％という極めて低い

投票率となりました。

県選挙管理委員会といたしましては、県民の

代表を選ぶ大切な選挙として、宮崎市選挙管理

委員会とともに周知啓発に努めましたが、民主

主義の危機とも言える結果に大きな衝撃を受け

たところであります。

低投票率の要因といたしましては、選挙の時

期も含め様々なものがあったと考えられます

が、この結果を重く受け止めますとともに、今

後、選挙啓発の取組を強化していく必要がある

と考えております。

昔の選挙は、たくさんの人た○山下 寿議員

ちが選挙運動に参加して、大変にぎやかなもの

でありました。ところが、ある時期からクリー

ンな選挙が声高々に叫ばれるようになると、あ

れは違反だ、これは違反だと選挙自体のイメー

ジが悪くなってしまいました。それが選挙を忌

避する要因となり、投票率が低下する結果にも

なったのではないかと思っております。

確かに第一義的には、私たち政治家の遵法精

神が最も重要であることは重々承知しておりま

す。しかし、私たちの遵法精神だけでは説明が

つかないほど投票率が下がっているのも確かな

現実であります。

過去10年間の知事、県議会議員の地方選挙の

状況を見てみますと、宮崎市選挙区、都城市選

挙区、いずれも投票率が50％を上回ったことが

ありません。このままでいいのでしょうか。何

かほかの根本的な対策の必要性を感じておりま

す。

そこで、選挙管理委員長にお尋ねします。

投票率向上のための啓発活動や取組について

お伺いいたします。

各選挙にお○選挙管理委員長（茂 雄二君）

きましては、テレビなど各種メディアやＳＮＳ

を通じて、投票日や投票方法などとともに投票

参加を促すメッセージを発信しておりまして、

特に昨年の選挙では、コロナ禍においても安心

して投票所に足を運んでいただけるよう、感染

症対策についての啓発に努めたところです。

また、日頃から学生・生徒が政治により関心

を持つことができるよう、大学や教育委員会と

連携した選挙啓発ゼミや、選挙の出前授業を実

施して、啓発活動に努めますとともに、投票参

加につながるよう、実際の選挙を題材にした模

擬選挙について、各高等学校等へ実施を呼びか
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けているところです。

今後とも、主権者教育と連携した地道な取組

を進めますとともに、選挙の際には、若者をは

じめ、より多くの選挙人の目に留まり、かつ投

票行動に結びつくような効果的な啓発に取り組

んでまいります。

先日、テレビを見ていてびっ○山下 寿議員

くりいたしました。それは、選挙の投票に行っ

た人に飲食店の割引クーポン券などを進呈する

というものでした。

選挙人の投票行動について、金品等の授受を

伴う行為は、公職選挙法に抵触するため絶対に

行ってはいけない行為だと思っていたのです

が、このシステムは特定の候補者への投票を依

頼するものではなく、選挙人の投票行動を促す

のが目的だから問題ないということらしいで

す。

これは「センキョ割」と呼ばれており、特定

の候補者や政治的主張を伴わないことが大前提

で運用されています。

いろいろ調べてみますと、全国各地で行われ

ているみたいなんです。投票すれば、百貨店や

スーパー、レストラン、ラーメン店などの割引

クーポン券などがもらえるから、うれしいです

ね。投票行動につながり、投票率向上が期待さ

れます。

そこで、選挙管理委員長にお尋ねします。

このいわゆる「センキョ割」について、選挙

管理委員会の考えをお伺いいたします。

投票所に行○選挙管理委員長（茂 雄二君）

くことで、店舗の利用割引などの各種サービス

が受けられる、いわゆる「センキョ割」につき

ましては、商店街など民間事業者等の自発的な

取組によるものと認識しております。

これらの取組により、投票率向上につながる

ことが期待される一方で、サービスの利用に際

し、投票済証明書を提示することで、投票した

ことが第三者に知られるおそれがあるほか、

サービスによる利益誘導が、選挙人の投票行動

に影響を及ぼすことも懸念されます。

なお、民間主導の取組としましては、「セン

キョ割」のほかにも、若者によるＳＮＳを活用

した情報発信や、公開討論会なども実施されて

おりますが、これらにつきましても、公平性や

中立性の確保に十分留意していただきたいと考

えております。

ヨーロッパ各国では、政治教○山下 寿議員

育や主権者教育が積極的に行われているため、

ＯＥＣＤ主要国の18歳から24歳までの投票率は

６割を超えているそうです。

ここ日本においては、平成28年７月、選挙年

齢が20歳から18歳に引き下げられたことを受

け、主権者教育の重要性が急激に高まりまし

た。

しかし、その３年後の令和元年７月に行われ

た参議院選挙における宮崎県の投票率は惨たん

たるもので、同年９月28日付の宮日新聞により

ますと、参議院選挙における18歳、19歳の投票

率が20.18％と、全ての年代で最も低かったと報

道されました。その後の選挙でも18歳、19歳の

投票率は低迷しています。

そこで、教育長にお尋ねします。

県立高校における選挙に関する教育の現状に

ついてお伺いします。

県立高校では、全○教育長（黒木淳一郎君）

ての生徒が、公民科の授業におきまして選挙の

意義や制度について学習するとともに、マニ

フェストや選挙公報を活用した「模擬投票」

や、総務省作成の副読本を活用した授業を行う

など、それぞれ工夫した学習活動にも取り組ん
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でおります。

また、生徒会やホームルーム活動で、校則な

どの身近な問題を主体的に考えたり、「総合的

な探究の時間」で、地域の課題解決に社会の構

成員の一人として取り組むなど、生徒の当事者

意識を高めるための学習を行っております。

県教育委員会といたしましては、政治に参加

することの意義を理解させ、社会の課題を自分

事として捉える生徒の育成を目指し、今後とも

選挙に関する教育の充実に努めてまいります。

よろしくお願いしておきま○山下 寿議員

す。

次は、宮崎カーフェリーについてお伺いいた

します。

この件につきましては、令和元年、宮崎カー

フェリー株式会社が、旅客・貨物のニーズに対

応するため新船の建造を計画していたのです

が、資金調達が困難になったため行政支援を要

請したことから話が始まります。

この要請に対して県当局は、新船建造資金と

して40億円を貸し付ける旨の議案を令和元年11

月定例会に提出しました。

これを受け県議会では、会社収支の見通しを

はじめ貸付金額の根拠等について、参考人招致

も行うなど、土曜、日曜も関係なく、かんかん

がくがくの議論が行われました。

その中で、宮崎県経済の持続的な発展を図っ

ていくためには、宮崎の特産品などを関東、関

西へ大量に輸送することが必要で、長期的かつ

安定的な大量輸送能力に優れた長距離フェリー

への期待が高まっているという、県当局からの

説明があったことで、その議案に賛成した次第

であります。

そこで、総合政策部長にお尋ねします。

宮崎カーフェリー株式会社の直近の経営状況

についてお伺いいたします。

宮崎カーフェ○総合政策部長（松浦直康君）

リーの令和３年度上期の経営状況につきまして

は、新型コロナの第４波及び第５波の影響によ

る輪送量の減に加え、燃油価格の高騰によりま

して、経常収益が約３億5,000万円の赤字となっ

ております。

第５波の際の、まん延防止等重点措置が解除

になりました昨年10月以降、いち早く県民向け

の運賃半額割引など利用促進の取組を実施した

ことで、旅客輸送量が増加し、また、農産物の

出荷増により貨物輸送量も増加し、回復基調に

ありましたが、年明け以降、新型コロナの第６

波に加え、高止まりしている燃料費が大きな負

担となっておりまして、引き続き厳しい状況が

続いております。

宮崎カーフェリー株式会社○山下 寿議員

は、県の財政支援を受け、新船２隻を造船され

るわけです。自立経営の道を進まれているはず

なのですが、今議会では40億円の貸付けに加

え、その他の支援事業の予算案が提出されてい

るのですが、これら事業の目的について、総合

政策部長にお伺いいたします。

今議会におき○総合政策部長（松浦直康君）

ましては、カーフェリーが関係する新規事

業、40億円の貸付け以外に、３事業をお願いし

ております。

１つ目は、新型コロナの影響下にあっても毎

日運航されている長距離フェリー航路の港湾施

設使用料について補助を行う「長距離旅客航路

安定維持支援事業」であります。

２つ目は、燃油価格の高騰によりまして、長

距離フェリーやローロー船の積荷の運賃が上昇

し、トラック事業者の運賃負担も増えているこ

とから、「長距離物流網維持のための海上輸送
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安定運航支援事業」によりまして、長距離物流

網全体の安定的な維持を図るものであります。

３つ目は、「船旅の新たな魅力開発・発信支

援事業」によりまして、新船就航に合わせて、

船旅の魅力を高める取組に支援を行うものであ

ります。

コロナ禍にあっては、どの会○山下 寿議員

社も企業も事業者も、みんな苦しんでいます。

みんなが生き残るために必死に頑張っているの

です。

宮崎カーフェリー株式会社にこのまま支援を

続けることで、県民は納得するでしょうか。私

は甚だ疑問です。

そこで、知事にお尋ねします。

今回の予算案は、特定企業への偏った支援と

いう見方もありますが、知事の考え方をお伺い

します。

本県は、大消費地から○知事（河野俊嗣君）

遠隔地にあるわけでありまして、長距離フェ

リー航路は、農畜産物等の県産品を安定的に輸

送するとともに、スポーツ合宿や教育旅行など

県外からの誘客にも重要な役割を担う、まさに

「本県経済の生命線」であります。

この航路を将来にわたって安定的に維持して

いくために、商工団体や物流業界などからの幅

広い要請を受けまして、県と地元経済界が結束

し、オール宮崎の体制で、新会社への出資及び

新船建造に係る貸付けを行うこととし、今議会

では、40億円の高度化資金貸付けの予算議案を

提出したところであります。

一方、神戸港に就航してからは、旅客、貨物

ともに順調に輸送量を伸ばし、安定した運航を

続けてきたところでありますが、新型コロナの

感染拡大、長期化に加えまして、燃油価格高騰

の影響を強く受けていることから、国の臨時交

付金を活用しまして、長距離物流網全体の負担

軽減を図るとともに、県外からの観光誘客に取

り組み、長距離フェリー航路の維持に取り組ん

でまいりたいと考えております。

ありがとうございました。○山下 寿議員

最後に、畜産バイオマスの利活用についてお

伺いします。

宮崎県はこれまで、ＢＳＥ、口蹄疫、鳥イン

フルエンザなど、様々な家畜伝染病の危機を乗

り越えてきました。そして、先達のすばらしい

教えを受け継いで、日本トップクラスの畜産県

になったわけであります。

そこでどうしても問題になるのが、家畜の排

せつ物の問題であります。

平成11年11月、畜産農家に家畜ふん尿の適正

な管理を義務づけ、地域の環境保全を図る目的

で、５年の猶予期間を置いて、家畜排せつ物法

が施行されました。そのとき畜産農家は、畜舎

の改善やコンポスト、堆肥舎などいろいろな改

善、投資をされました。しかし堆肥化だけでは

限界があると思います。

そこで、農政水産部長にお伺いします。

現在、宮崎県における牛、豚、それぞれの頭

数についてお伺いします。

国が公表して○農政水産部長（牛谷良夫君）

おります畜産統計によりますと、令和３年２月

１日現在で、牛は、肉用牛が25万頭で全国第３

位、乳用牛が１万3,600頭で全国第13位、合計26

万3,600頭であります。

次に、豚は、79万6,900頭で全国第２位となっ

ております。

ありがとうございました。○山下 寿議員

それでは、今報告をいただいた、牛、豚の排

せつ物の量を、農政水産部長にお伺いします。

本県の牛及び○農政水産部長（牛谷良夫君）
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豚の年間の家畜排せつ物の量は、国の関係団体

である畜産環境整備機構が示しております排出

量の基準値を基に、先ほどお答えしました頭数

から推計いたしますと、牛は肉用牛及び乳用牛

を合わせて約202万トン、豚が約167万トン、合

計約369万トンとなります。また、この量は、鶏

を含めた本県家畜全体の排出量の約９割を占め

ております。

県全体の家畜排せつ物の中か○山下 寿議員

ら堆肥化処理がされている量について、農政水

産部長にお伺いします。

牛、豚、鶏を○農政水産部長（牛谷良夫君）

合わせた県全体の家畜排せつ物の量は、年間

約402万トンと推計しておりまして、そのうち全

体の７割程度に当たる約270万トンが堆肥化処理

されていると試算しております。

家畜排せつ物は、農業や家庭菜園用の堆肥や

液肥として活用されるほか、燃焼により発生す

る熱を利用した発電などのバイオマスエネル

ギーとしても活用されております。

約270万トンが堆肥として利用○山下 寿議員

されているので、残りの一部がバイオマスエネ

ルギーなどの利用価値があるというわけです

ね。

家畜排せつ物を燃焼して、エネルギーとして

活用するときに重要になってくるのが、それ自

体が持っている発熱量であります。

そこで、農政水産部長にお尋ねします。

牛ふん、豚ふん、それぞれの発熱量について

お伺いいたします。

畜ふんにおけ○農政水産部長（牛谷良夫君）

る発熱量は、畜産環境整備機構のデータにより

ますと、牛ふんでは、１キログラム当たり

約4,100キロカロリー、豚ふんでは、同じく

約4,300キロカロリーとなっております。

これは、現在燃焼処理しておりますブロイ

ラー鶏ふんの約3,900キロカロリーと比較して

も、同等以上の発熱量を有しておりますが、燃

焼に際して、鶏ふん以上の水分調整が必要にな

るなどの課題を抱えております。

このため、今議会でお願いしております「未

来につなぐ畜産バイオマス利活用支援事業」に

おいて、その課題解決に向けた検討を行ってま

いります。

実は、我が町川南町は、今年○山下 寿議員

１月26日付で、「バイオマス産業都市」に認定

されました。

県のゼロカーボン社会づくり事業に合わせる

ような、絶妙なタイミングでの認定に、みんな

大変喜んでおります。

県内の認定は、平成27年の小林市に次いで２

例目になっております。バイオマス産業都市

は、内閣府や農林水産省など７つの府省が、バ

イオマス活用推進会議のメンバーとなり、認定

するもので、認定された自治体等は、木質バイ

オマス、家畜排せつ物、食品廃棄物など、地域

の特性に応じた形でバイオマスの利活用を図る

ことで、国からの助成や補助金などを受けやす

くなる制度になっています。

先日、野﨑議員の代表質問、「ゼロカーボン

社会の実現に向けた畜産分野の取組」でも答弁

がありましたが、畜産分野における家畜排せつ

物の処理は、まず堆肥化処理をしっかり行い、

良質な堆肥の生産と、それを農地に還元し、耕

種部門で利用することが基本だと思います。こ

れからの畜産経営の大規模化による家畜排せつ

物の増加により、ブロイラー鶏ふんのみなら

ず、牛ふん等の燃焼処理による、電力等の畜産

バイオマスエネルギーとしての利活用を図るこ

とは、畜産県の宮崎県としては大変重要な取組
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であると考えます。

今後の取組を注視するとともに、ゼロカーボ

ン社会実現への貢献と、宮崎県の基幹産業であ

る畜産の振興がしっかり両立できるよう、大い

に期待を寄せるものであります。

以上で質問は終わりますが、今年３月で退職

される県職員の皆様方の御労苦に、心から感謝

とお礼を申し上げて、私の一般質問を終わりま

す。ありがとうございました。（拍手）

次は、窪薗辰也議員。○濵砂 守副議長

〔登壇〕（拍手） 眠い時間帯○窪薗辰也議員

ですが、しばらくお付き合いいただきたいと思

います。

国では、コロナ患者の入院は10日間を原則と

しておりましたが、今は酸素投与の必要な患者

を除いて、４日間が過ぎて以降、悪化していな

ければ退院可能とし、高齢者の感染が拡大する

ことに伴い、入院患者の増加が見込まれること

から、医療現場での負担を抑えるため、入院期

間の見直しを行ったところであります。

これには、デルタ株と違ってオミクロン株は

悪化する可能性が少ないという要因が挙げられ

るとしていますが、高齢者など感染が続いてお

り、全く先の見えない状況が続いております。

京都大学ウイルス・再生医科学研究所の宮沢

孝幸氏は、オミクロン株はコロナ禍のゴールで

あるとも述べられています。呼吸器感染症のウ

イルスは、最も感染が広がりやすい鼻や喉で増

殖するウイルスであって、そのタイプは、せき

や鼻水、くしゃみといった状況を引き起こすこ

とから、飛沫や呼気での感染を増やすとしてい

ます。

新型コロナは、上気道、鼻や喉で増殖される

ウイルスへと変異し、肺炎を引き起こす強毒な

ウイルスは淘汰され、弱毒に変異したウイルス

は多くの人に感染することが分かってきたと述

べられています。

また、氏は水際強化対策には何も意味がない

とも言っておられますが、このような文献を学

会に２度提案されたそうですが、２度とも却下

されたそうです。

政府は、水際強化措置について、オミクロン

株に対する科学的な知見の蓄積、内外の感染状

況の変化で、厳格な水際対策の延長は不要と判

断。３月以降は、オミクロン株の感染状況を注

視しながら、新規入国者を一部認め、段階的に

緩和するとしています。

２月中旬から全国の感染者数は、前の週と比

べて、少しずつではありますが減少しており、

本県でもその傾向にあります。また、世界的に

もワクチン接種が進んでいる欧米では、マスク

の着用義務や飲食店での接種証明書の提示をな

くすなど、段階的に規制を緩めています。

今までどおり、隔離や入院させていくとすれ

ば、医療崩壊はもちろん、社会崩壊を招くこと

になりかねません。

今後は、日本でも、オミクロン株の特徴を踏

まえ、段階的に規制緩和されていくものと思い

ます。とはいっても、本県でも、高齢者施設に

とどまらず、幼稚園、小中学校でもクラスター

が発生するなど、高齢者が毎日亡くなるとの報

告がなされ、自宅療養も増える状況にありま

す。「今日の陽性者は何人です」に一喜一憂す

るのではなく、一日も早く普通の日常を取り戻

すことを願っております。

そのような中、本県でも２月８日に、「まん

延防止等重点措置」の期間延長を国に要請し、

３月６日までの期間延長が決定いたしました。

県においては、重点措置区域を全市町村とし

て、飲食店の営業時間短縮や、酒類提供を終日
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停止するなど、県下全域への要請が継続されて

います。

市町村外への不要不急の外出自粛が求めら

れ、人と人との交流が希薄化する中で、地域経

済ばかりでなく、県民生活にも与える影響は極

めて大きいと考えます。

２月９日の知事会見では、「重点措置の強い

対策を緩める段階ではない」と強調されまし

た。また、24日の徳重議員の質問にも同様の発

言があったところですが、今後は、感染状況の

変化、ワクチン接種の向上など、日々変化する

状況にあると思います。

現行のまん延防止等重点措置は厳しい内容で

あると、経済界などからは緩和を求める声があ

る中、感染防止を優先するばかりでなく、疲弊

した経済の立て直しに取り組む時期に来たので

はないかと思います。

今後、オミクロン株の特性を踏まえ、感染状

況などを見極めながら対応されると思います

が、まん延防止等重点措置の終了については、

どのような点を重視して判断していくのか、知

事のお考えをお伺いいたします。

以上、壇上からの質問を終わり、以下の質問

は質問者席で行います。（拍手）〔降壇〕

〔登壇〕 お答えしま○知事（河野俊嗣君）

す。

まん延防止等重点措置の終了につきまして

は、最終的には、本県の感染状況等を踏まえま

して、国が判断、決定するものでありますが、

私としましては、新規感染者数の動向に加え、

医療提供体制の状況を重視してまいりたいと考

えております。

具体的には、新規感染者数が一定程度減少

し、クラスターの発生数も減少するなど、リバ

ウンドの懸念が解消されるとともに、入院患者

数も減少し、医療提供体制への負荷が改善され

ていることが、重点措置を終了するために必要

な条件と考えております。

なお、新規感染者数が減少傾向にあることか

ら、重点措置の実施には一定の効果があったと

認識しておりますが、一方で、その期間が長引

くことにより、県内経済へ多大な影響を与えて

いることも事実であります。

今後の重点措置の取扱いにつきましては、引

き続き県内の感染状況等を適切に見極めなが

ら、県民生活や県内経済への影響も踏まえ、総

合的に判断した上で、国と調整を図ってまいり

ます。以上であります。〔降壇〕

今後とも、追加接種率の向上○窪薗辰也議員

に努めるなど感染対策の徹底を図りながら、人

的交流などコロナとの共生に向けた規制緩和も

進めてもらいたいと思います。

県では、適用期限を６日としていますが、解

除について直前まで状況を見極め、全体で判断

していきたいとの見解を示されました。今後と

も、経済対策とともに御尽力くださいますよ

う、お願いいたします。

それでは、検査体制整備状況と検査キットの

流通状況についてお伺いいたします。

オミクロン株は、重症化するケースが少ない

と言われているものの、感染力が極めて高い特

性を持つため、最近では、高齢者施設などでク

ラスターの発生が増加するなど、県民の中に

は、日々感染に不安を感じながら過ごしている

方も多いと思います。

また今後、感染対策の社会的経済活動の両立

を図っていくためには、検査体制の充実は必要

となってくると考えます。

第６波では、感染者の急激な増加に伴い、医

療機関などにおいては検査キットが不足してい
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ると聞いております。第６波における感染ピー

クは過ぎたとも言われておりますが、まだ一定

数の感染者がいる状況がありますので、感染に

不安のある方に対する検査体制の整備状況や、

検査キットの県内の流通状況について、福祉保

健部長にお伺いいたします。

感染に不安○福祉保健部長（重黒木 清君）

を感じる県民を対象とした無料検査につきまし

ては、１月８日に16か所でスタートし、現在58

か所まで増やしております。

無料検査にはＰＣＲ検査と抗原定性検査の２

種類がありますが、抗原定性検査を実施してい

る県内の薬局の一部からは、検査キットの調達

が困難な状況にあるとの報告も受けておりま

す。

抗原定性検査キットにつきましては、医療機

関での検査やエッセンシャルワーカーの早期復

帰のための検査等の増加により、全国的に品薄

の状態にありますことから、現在国において、

検査キットの増産に係るメーカー側への働きか

けのほか、医療機関や無料検査を行う薬局等へ

の優先供給の取組も行われております。

県といたしましては、無料検査体制の根幹と

なります検査キットの安定調達のため、国へ要

望を行うとともに、無料検査所を増やすなど体

制の充実にも取り組んでまいります。

ありがとうございます。○窪薗辰也議員

次に、ワクチン３回目接種についてでありま

す。

第６波のオミクロン株の感染拡大を減少する

には、３回目のワクチン接種を早めることが大

変重要であると言われています。

今回、全国の接種率は、２月24日時点で17.3

％にとどまっているとのことで、３回目接種が

低迷しているとのことであります。

沖縄県宮古島市などでは、感染対策でいち早

く指標の改善が見られたことや、３回目接種で

効果が現れたとして、まん延防止等重点措置が

一部解除されました。接種率が進んだ国外でも

その傾向にあり、マスクや飲食業など緩和策が

図られています。日本でも、ワクチン接種をさ

らに進め、コロナと共生できる社会づくりが求

められています。

ワクチン３回目接種について、本県の現在の

接種率はどのような現状なのか、現在の接種状

況と今後の接種率向上に向けた県の取組につい

て、福祉保健部長にお伺いいたします。

３回目接○福祉保健部長（重黒木 清君）

種、いわゆる追加接種の本県の接種率は、２

月24日現在で、全人口に対しまして18.4％、18

歳以上の２回目接種完了者約80万人に対しまし

ては、推計値でありますけれども25.4％となっ

ております。

現在、市町村と連携しながら取組を加速させ

ているところであり、具体的には、市町村に対

し、接種券発行の前倒しや、接種機会の拡充を

お願いするとともに、職域接種についても推進

しているところであります。

また、県の追加接種センターにおきまして

は、現在のクラスターの発生状況を踏まえ、高

齢者施設等従事者や教職員等の優先予約枠を設

定し、接種券なしでの接種を可能としていると

ころであります。

加えて、追加接種の必要性や交互接種の効

果、安全性について県民に正しく判断していた

だけるよう、情報提供に努めているところであ

り、さらなる接種率の向上に努めてまいりま

す。

３回目ワクチン接種は、情報○窪薗辰也議員

不足で進まないことが要因でもあると言われて
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います。企業、事業所、自営業など、あらゆる

機会を捉えて進めていただくよう要望いたしま

す。

また、ワクチン接種の話だけでなく、検査

キットをはじめ、コロナウイルスに係る情報に

ついては、県民に対して正しい情報を分かりや

すく伝える工夫が必要だと考えます。今後とも

御尽力を賜りますよう、お願いいたします。

次に、宮崎カーフェリーについてでございま

す。

宮崎カーフェリーは、本県経済の生命線で、

物流を支える長距離フェリーとして、本県農業

や製造業などにはなくてはならない、最も重要

な船であります。

遠隔地にある本県から、県産品を安定的に、

効率的に消費地に運ぶためには、現在の航路を

維持し、長距離物流網全体が安定的に維持され

ることが大事であります。

しかしながら、長期化するコロナ禍の影響

で、貨物・旅客ともに大幅に減少し、さらには

原油価格の高騰、ＳＯｘ規制などの運航コスト

の増加などにより、令和３年度９月末決算で３

億5,000万円の赤字となっていると報告がありま

した。今後は、海上輸送者の負担軽減を図りな

がら、貨物対策、旅客対策などの営業強化によ

り、早期の経営安定化を目指すとしています。

航路を維持していくこと、それが会社経営の

改善にもつながると思いますが、そのために

は、県民や県内事業者の理解や協力が必要では

ないかと思います。総合政策部長の考えをお伺

いいたします。

議員御指摘の○総合政策部長（松浦直康君）

とおり、将来にわたって航路を維持していくた

めには、県民はもちろん、荷主や物流事業者を

はじめとした、県内事業者の理解や協力が不可

欠であります。

このため、荷主や物流事業者、観光団体等で

構成します「長距離フェリー航路利用促進協議

会」を昨年10月に開催し、航路の利用促進に向

けた意見交換を行いますとともに、オール宮崎

の体制で、協力して航路の維持に取り組むこと

を改めて確認したところであります。

このほか、今議会でお願いしております、

「公共交通・物流需要回復プロジェクト事業」

によりまして、県民向けの運賃割引などを実施

し、利用しやすい環境をつくることで、まずは

乗ってもらい、身近に感じられる「県民フェ

リー」となるよう取り組んでまいります。

ありがとうございます。４○窪薗辰也議員

月15日からの新船の就航に合わせ、「新船の新

たな魅力」を発信するための、船上でのコンテ

ンツ開発、情報発信などを行う事業の予算586

万4,000円が、今議会に提案されています。

船旅は長時間、船上で過ごさなければなりま

せん。「乗って楽しい、帰って楽しかった」

と、船旅の思い出づくりの演出も必要なことで

すが、何といっても利用者も満足度を上げるた

めの船上での気持ちの触れ合い、おもてなし、

サービスが充実しているか、利用者への接遇な

どが重要であります。

また、船旅のもう一つの楽しみは、船上での

食事です。県産品などを利用した満足のいくメ

ニューなど、おいしく食べてもらう工夫が大事

なことであります。

接遇、サービス、食事などは、次のリピー

ターにつながるものと考えます。利用者の満足

度向上に向けて、現場で働く職員の接遇・サー

ビスに関する研修などは、日頃から取り組むこ

とが大事だと考えます。

旅客を確保するためには、利用者の満足度を
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上げることが重要と考えますが、その取組につ

いて総合政策部長にお伺いいたします。

安定した旅客○総合政策部長（松浦直康君）

確保に向けましては、御指摘のとおり、利用者

の満足度を上げ、リピーターを獲得していくこ

とが大変重要でありますので、宮崎カーフェ

リーでは、施設の充実に加え、おもてなしや

サービスの提供などハード、ソフト両面から、

船旅の魅力向上に取り組まれているところであ

ります。

本年就航予定の新船では、個室の大幅な拡充

とともに、ペットと一緒に滞在できる部屋や

キッズスペース、展望デッキ、イベントステー

ジなど、多様な旅客ニーズに対応し、船旅その

ものを満喫してもらうための充実した施設がそ

ろっております。

また、おもてなしやサービスの向上はもちろ

ん、今議会でお願いしております「船旅の新た

な魅力開発・発信支援事業」によりまして、船

上でのコンサートやグルメフェアなど、船旅の

魅力を高めるイベントの企画や情報発信を支援

し、さらなる旅客の確保につなげてまいりま

す。

新船の運航では、荷主、物流○窪薗辰也議員

事業者をはじめ、一般県民への理解を得ること

で、自分たちの船だという意識づくりが大事で

あろうと思います。

現在は、新船の就航について、本県では、浜

野謙太さんがボーカルを務める「パシフィック

オレンジバンド」による「ブルーマジック」の

曲がテレビ、ラジオで流れたり、トラックのペ

イントのＰＲで、意識も高くなっているようで

あります。神戸市でも同様のＰＲ活動が重要だ

と思いますので、取組をぜひお願いしたいと思

います。

新船が、将来にわたって、事故なく安定的な

運航ができ、本県の経済発展に大きく寄与する

ことを願っております。

次に、2023年主要７か国首脳会議についてで

あります。

Ｇ７サミット関係閣僚会合の誘致について

は、12月24日の知事の定例会見において、県と

宮崎市の連名で閣僚会合の誘致計画を提出した

旨を発表されました。このことについては、満

行議員の代表質問でも提出した内容などが示さ

れたところであります。

それに先立ち、私たち３区の選挙区自民党員

８名で12月20日に上京し、主な大臣への要望活

動を行ったところでありますが、古川法務大臣

の表敬訪問を兼ねて、Ｇ７の閣僚会合誘致につ

いて、口頭ではありましたが、岸田総理大臣、

茂木幹事長、高市政調会長、それに本県の江藤

元大臣に直接お会いし、2023年のＧ７誘致につ

いてお願いし、それぞれ話を伺うことができま

した。

岸田総理をはじめ、それぞれの大臣におかれ

ましては、大変喜ばれ、開催されるようにお願

いしますとのことでありました。話の感触も大

変よかったと感じたところでございます。

本県は、すばらしい自然と神話などの文化が

あふれる県であり、さらには日本一の農畜産物

を生産する県でもあります。また、珍しい食材

の宝庫であり、加えて産業活動など本県農業の

魅力を示すべきだと考えます。

ドイツでのサミットが行われる６月頃には開

催地が決まる見通しということですが、今はＧ

７では、ロシア軍のウクライナへの侵攻、経済

制裁などが協議されているようであります。

Ｇ７サミットの誘致では、農業分野における

本県のアピールポイントをどのように考えてい
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るのか。また、今後国に直接要望していくべき

だと思いますが、知事のお考えをお伺いいたし

ます。

本県としましては、Ｇ○知事（河野俊嗣君）

７サミット閣僚会合の開催に向けまして、2000

年九州・沖縄サミットの実績がある外相会合の

ほか、農業、環境、教育の４分野を特に要望し

ているところであります。

その中でも農業分野につきましては、神楽な

どの伝統文化とともに、焼畑やモザイク林な

ど、世界農業遺産に認定された高千穂郷・椎葉

山地域における伝統的な農林業の営みが、本県

の強みであると考えております。

また、今や輸出を牽引しております和牛、そ

のトップブランドである宮崎牛をはじめ、宮崎

キャビアやマンゴーなど豊富な農畜水産物、さ

らには、地域ぐるみでの有機農業の推進や畜産

バイオマスの活用など、持続可能な農業に向け

た変革の取組といった点をアピールしていると

ころであります。

議員も含めて、議会のほうで国政トップに対

する要望をいただいたことに、心から感謝を申

し上げます。

国に対しましては、先般、東京事務所を通じ

て要望書を提出したところでありますが、新型

コロナが落ち着いた状況になれば、私自身も直

接、要望に伺ってまいりたいと考えておりま

す。

よろしくお願いしたいと思い○窪薗辰也議員

ます。ぜひ誘致が実現しますように、今後とも

御尽力をいただきますよう、よろしくお願いい

たします。

次に、震度情報と震度計についてお伺いしま

す。

最大震度５強を観測した１月22日の地震で

は、機器の不具合などで県内５か所で気象庁が

公開する地震情報に反映されなかったという新

聞記事がありました。

県が設置する地震計のデータ送信の不具合

や、震度計設備の移設時の再設置手続の未完了

などが原因で「未入電」となっていたのは、木

城、三股、五ヶ瀬、日之影、門川の５つの町

で、いずれも町内にある震度計は、県設置の１

基のみでありました。近い将来起こり得るとさ

れている南海トラフ巨大地震に備えての課題が

残ったとされています。

そこで、県の震度計の設置状況及び１月22日

の地震で震度が公表されなかった原因とその後

の状況について、危機管理統括監にお伺いいた

します。

県の震度計○危機管理統括監（小田光男君）

につきましては、現在、県内34か所に設置し、

運用しております。

先日の地震におきましては、議員御指摘のと

おり、５つの町の震度が公表されなかったこと

から、直ちに点検を行ったところであります。

門川町と日之影町につきましては、役場の庁

舎移転に伴い震度計設備の移設を行った後の気

象庁の承認待ちであったものですが、現在は承

認され、通常の運用状態となっております。

五ヶ瀬町につきましては、役場の庁舎移転に

伴い震度計を仮撤去中でありましたが、現在、

早期の復旧に向けて再設置作業を進めていると

ころであります。

木城町につきましては、通信状態の不具合に

より、また三股町につきましては、震度計の故

障により震度が公表されなかったものですが、

いずれも現在、早期復旧に向けて対応を進めて

いるところであります。

また、今回のように震度情報○窪薗辰也議員
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が出されないことは、その地域の災害対応に遅

れを生じさせるおそれがあるため、震度の観測

体制に空白を生じさせないことが重要だと考え

ます。

そこで、県の震度計設備の運用体制の状況に

ついて、危機管理統括監にお伺いいたします。

県の震度計○危機管理統括監（小田光男君）

設備につきましては、常に職員が設備の通信状

態を確認しているほか、専門の保守業者による

年２回の定期点検や、今回のように不具合が発

生したときの緊急点検も実施しております。

また、今回の補正予算におきまして、老朽化

した設備の更新やネットワーク回線の強化を行

うための経費として、２億5,875万円をお願いし

ているところであります。

震度の情報は、その地域における住民の防災

行動や自治体の災害対応を決定する上で大変重

要であるため、震度の観測や公表に支障を来す

ことのないよう、引き続き設備の適切な維持管

理に努め、震度観測体制の信頼性を高めてまい

ります。

今回の地震は、幸いに大きな○窪薗辰也議員

被害もなく済みましたが、南海トラフばかりで

なく、日向灘地震、直下型の地震など、いつ起

こるか分からない不安の中で日常生活を送って

います。

いつの時代でも、地震は一番怖いものであり

ます。地震災害を最小限にするためにも万全を

期していただきますよう、よろしくお願いいた

します。

次に、輸入牧草高騰対策についてお伺いいた

します。

コロナ禍での海上輸送の混乱、中国等での旺

盛な需要や、円安などの影響により、畜産経営

で使用する粗飼料である輸入乾牧草の価格は、

昨年11月にはトン当たり４万5,343円で、前年同

月を21％上回り、配合飼料価格も過去40年間で

最高を記録いたしました。

さらに、輸入牧草、配合飼料とも日本への輸

送自体も遅れ、確保が難しくなっており、高止

まりが続いております。

国でも、当面は需給の逼迫が続く可能性を指

摘し、畜産経営への影響は長期化する可能性が

あるとして、粗飼料給与の技術指導に関する通

知を都道府県に発出しました。

特に酪農家においては、輸入牧草に頼ること

が多く、牧草の値上がりは経営を直接圧迫して

おり、肥育牛でも初期の粗飼料は輸入牧草を多

給し、牛づくりに欠かせない粗飼料となってお

ります。さらには近年、繁殖農家の子牛の牧草

にも多く利用されているなど、輸入牧草の値上

げは、いずれの畜産経営においても厳しい状況

となっています。

そのことからも、海外情勢に左右されない自

家生産の粗飼料の割合がどれだけ占めるかが、

経営全体での収益性の改善につながると考えま

す。

国産飼料の利用を進め、安定経営と持続性を

続けるために自家飼料の生産を進めることが、

今後求められています。

農水省は、対応として、飼料設計の見直し、

水田での牧草栽培や稲わらの収集、肉用牛の肥

育期間の短縮などを呼びかけたとしています

が、本県では、輸入粗飼料が高騰する中で、生

産者に対してどのような指導を行っているの

か、農政水産部長にお伺いいたします。

輸入粗飼料の○農政水産部長（牛谷良夫君）

みならず、配合飼料価格も高騰する中で、畜産

経営の安定を図るためには、自給粗飼料の生産

拡大が大変重要であります。
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このため、生産者に対し、普及センターや畜

産関係団体が連携した子牛競り市等での研修会

に加え、新たにコロナ禍に対応したリモート研

修会や、ユーチューブを活用したウェブセミ

ナー等を開催しております。

具体的には、収量向上に向けた作付体系のア

ドバイスや、適正な飼料設計による給与体系の

見直しなど、基本を徹底するための技術指導を

通じて、自給粗飼料の生産拡大と効率的な給与

を推進しているところであります。

県としましては、引き続き、畜産関係団体と

連携し、あらゆる機会を活用して、継続的な指

導を実施することにより、生産者の経営安定を

図ってまいります。

新型コロナウイルスの世界的○窪薗辰也議員

な蔓延で、粗飼料や濃厚飼料ばかりではなく、

肥料などの生産資材も急騰するなど、費用負担

が増加し、全ての経営に重くのしかかっており

ます。

そのような中、畜産農家の粗飼料確保には、

今後、牧草とトウモロコシの栽培、水田の稲わ

らの収集を進め、輸入飼料に頼らない経営改善

が必要であります。自家生産の粗飼料確保にも

負担が大きく、委託作業による確保は大きな出

費の一つとなっています。

特にコーンハーベスターによる飼料用トウモ

ロコシは、費用が高いなどでなかなか進まない

のが実態であります。飼料用トウモロコシの作

付を拡大することで、濃厚飼料の給与量が減る

など、牛の負担も軽く、健康な牛づくりとなる

一方で、コーンロールは、高くつくなどでオペ

レーターへの依頼を敬遠するなど、利用が進ん

でいない状況も見受けられます。

コーンロールは、便利でカロリーも高く、栄

養バランスもよい、牛の栄養食品であります。

このように、畜産振興を図る上で自給飼料の確

保が重要と考えますが、どのような取組を行っ

ているのか、農政水産部長にお伺いいたしま

す。

県では、第八○農政水産部長（牛谷良夫君）

次農業長期計画の中で、輸入飼料に依存しない

畜産経営の確立を柱の一つとして掲げ、さらな

る自給粗飼料の確保に重点的に取り組むことと

しております。

具体的には、効率的な飼料生産を担うコント

ラクター組織の育成強化による受託面積の拡大

や、飼料の広域流通体制の構築に取り組んでお

ります。加えて、飼料畑や草地の造成と畜舎等

の施設整備に一体的に取り組む畜産公共事業の

活用や、畜産クラスター事業による飼料生産機

械の導入を支援しているところであります。

畜産が基幹産業である本県としましては、構

造的な課題である輸入飼料依存からの脱却に向

け、これらの取組を総合的に講じながら、飼料

自給率の向上を図り、持続可能な畜産経営の実

現を目指してまいります。

今後とも、生産者への指導徹○窪薗辰也議員

底が図られますよう、お願い申し上げておきた

いと思います。

次に、屋外型トレーニングセンターの整備に

ついてであります。

今議会の２月補正予算で、屋外型トレーニン

グセンターを整備する予算が提案されたところ

であります。

現在、コロナで暗い話題が多い状況の中、コ

ロナ後を見据え、こうした施設を整備し、観光

誘客を図っていくことは、スポーツを柱に観光

振興を図ってきた本県にとって、停滞する県内

経済の回復を図る大きな原動力になるものと思

います。
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新たに整備する屋外型トレーニングセンター

には、トップチームのキャンプに対応したグラ

ウンドが２面できるそうですので、ラグビーや

サッカーの新規チームの誘致が確実に見込まれ

ております。

現在、春に県内で行われるＪリーグキャンプ

もそうですが、サッカーやラグビーのキャンプ

も、練習試合を目的にチームが集まると伺って

おります。

また、日本代表やプロチームの合宿が集積す

ることによって、本県の合宿地としての知名度

がさらに向上し、アマチュアスポーツ合宿への

呼び込みにもつながります。

今回の屋外型トレーニングセンター整備によ

り、一流の合宿拠点をつくり、そこに日本代表

やプロチームを呼び込むということも大事です

が、その効果をいかに県内に広げていくかが重

要であります。

そこで、屋外型トレーニングセンターの整備

をきっかけに、スポーツキャンプ・合宿の効果

をどのように全県に広げていくつもりか、商工

観光労働部長にお伺いいたします。

議員御指○商工観光労働部長（横山浩文君）

摘のとおり、屋外型トレーニングセンターの整

備による効果を県内全域に広げていくことは、

大変重要でございます。

このため、今議会でお願いしております「ス

ポーツキャンプ・合宿全県展開促進事業」にお

きまして、市町村が合宿を受け入れるために行

う施設整備への支援や、グラウンドの芝管理者

に対する技術研修などを行い、県内の受入れ施

設のレベルアップを図ることとしております。

また、県内でキャンプ・合宿を行うＪリーグ

やラグビーのトップチームの練習試合のコー

ディネートや、移動に要する経費の支援のほ

か、市町村等と連携した誘致セールスなどを積

極的に行うことにより、屋外型トレーニングセ

ンターの整備によるスポーツキャンプ・合宿の

効果を、県内全域に広げてまいります。

ありがとうございます。ぜ○窪薗辰也議員

ひ、屋外型トレーニングセンターの整備と併せ

て、新規に取り組む事業により、スポーツキャ

ンプ・合宿の効果が全県に広がるような取組を

お願いいたします。

今後、屋外型トレーニングセンター整備など

により、さらに多くのトップアスリートのス

ポーツキャンプ・合宿が見込まれるわけです

が、国内外のトップチームの合宿となれば、

ハードな練習メニューを消化しなければなら

ず、しっかりと食べていただくことも大事であ

ります。

現在、プロ野球などのキャンプでは、県や受

入れ自治体、ＪＡなどから宮崎牛やブランド

ポークなどが提供されると伺っていますが、マ

スコミで大きく取り上げるのはプロ野球キャン

プなどで、食材提供を行うことによる県産品の

ＰＲは非常に効果が上がると考えています。

そこで、プロ野球キャンプなどへの県産品の

提供状況について、商工観光労働部長にお伺い

いたします。

多くのメ○商工観光労働部長（横山浩文君）

ディアにより、本県が全国に発信される機会を

捉えて、県産品のＰＲを行うことは大変効果的

であると考えております。

このため県では、春にキャンプを行うプロ野

球や、Ｊリーグチームに対し、受入れ自治体や

ＪＡなどの関係団体とともに、宮崎牛をはじ

め、宮崎ブランドポークやみやざき地頭鶏、イ

セエビや季節のフルーツ、水産物や焼酎など、

様々な県産品の贈呈を行っているところでござ
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います。

また、スピードスケートやラグビーの日本代

表チームのほか、本県で毎年開催されるダン

ロップフェニックストーナメントの優勝者など

に対しましても県産品の贈呈を行い、ＰＲに努

めているところでございます。

ありがとうございます。本県○窪薗辰也議員

は、日本一の宮崎牛をはじめ、全国シェアの高

いブロイラー、ピーマン、キュウリ、キンカ

ン、ヘベス、またトロピカルな食材ではマン

ゴー、ライチなど、豊富な農畜産物の産地で、

食の宝庫となっています。

本県の食の魅力をさらに高めるためには、こ

うしたバラエティーに富む食材も含めたＰＲも

非常に大事だと考えています。ぜひ、商工観光

労働部、農政水産部、またＪＡなどの各種団体

とも連携していただき、本県の強みである「ス

ポーツ」と「食」のＰＲに引き続き力を入れて

いただきたいと、要望いたします。

次に、看護・介護職員等の処遇改善について

伺います。

午前中、坂本議員からも同じ質問がございま

したが、昨年11月に閣議決定された「コロナ克

服・新時代開拓のための経済対策」に基づき、

新型コロナウイルス感染症や少子高齢化対応の

最前線で働く看護職員や介護職員などの賃金引

上げが実施されることとなり、これに対応する

ため、１月の臨時議会において、「看護・介護

職員等処遇改善事業」が予算化されました。

医療・福祉の分野では、慢性的な人手不足に

悩んでいる施設や事業所もあるため、賃金引上

げによる職員の処遇改善は、それぞれの分野の

人材確保につながる重要な取組と考えておりま

すし、全国一律でありますが、業界の関心も非

常に高いものとなっております。

また、賃金引上げに充てる経費として、県か

ら対象施設や事業所へ補助金が支払われる仕組

みとなっておりますが、その補助金を現場で働

く方々の賃金引上げに確実につなげていくこと

が必要だと思います。

そこで、看護・介護職員等処遇改善事業の概

要と今後のスケジュールについて、福祉保健部

長にお伺いいたします。

県では、国○福祉保健部長（重黒木 清君）

の方針に基づき、今年２月から９月までを対象

として、看護や介護の現場で働く職員の賃金引

上げを行う施設等に対して補助金を交付するこ

ととしております。

補助金の額としましては、賃金引上げに充て

る経費として、看護職員は１人当たり月額4,000

円程度、介護職員、障がい福祉職員及び児童養

護施設等で働く社会的養護従事者は月額9,000円

程度となっております。

また、今後のスケジュールにつきましては、

社会的養護従事者は今年３月から、その他の職

種につきましては６月から補助金を交付するこ

ととしており、補助期間終了後は、実績報告書

により当該補助金が賃金に反映されたことを確

認することとしております。

なお、10月以降につきましては、介護報酬等

の改定により、賃金引上げ措置が継続されるこ

ととされております。

新型コロナウイルス感染症○窪薗辰也議員

や、介護の現場で働く人たちの処遇改善が図ら

れ、本県の医療福祉がさらに向上しますようお

願いいたします。

次に、森林環境譲与税であります。

新聞報道によれば、気候変動対策の一環とし

て設けられ、森林整備や保全のため国が地方自

治体に配る森林環境譲与税に関し、制度が始

- 169 -



令和４年２月28日(月)

まった2019年度と2020年度に市区町村へ配分さ

れた資金の54％に当たる約271億円が使われず、

基金に積み立てられたとありました。

また、配分された資金を使わず全額基金に積

み立てた市区町村の数は、2019年度では666、

2020年度では341の自治体となっており、その中

でも横浜市は、２年間に受け取った４億4,000万

円を全額基金に積み立てたとされる報道があり

ました。

この制度は、全国の自治体や林業関係者の長

年の悲願であり、様々な検討の結果、ようやく

かなったものでありますので、有効に活用して

いくことが求められると考えます。

そこで、県及び市町村に配分された森林環境

譲与税の活用状況について、環境森林部長にお

伺いいたします。

森林環境譲与○環境森林部長（河野譲二君）

税は、県には、令和２年度までの２年間で、２

億8,835万9,000円が配分されており、そのうち

約77％の２億2,238万1,000円を活用し、「みや

ざき森林経営管理支援センター」や「みやざき

林業大学校」の運営、県産材の販路拡大対策な

ど、森林経営管理制度の円滑な推進や、担い手

育成、木材の利用促進等に取り組んでおりま

す。

また、県内26市町村には、２年間で合計14

億4,180万6,000円が配分され、そのうち約48％

の６億9,166万円を活用し、森林経営管理に関す

る意向調査や航空レーザー測量による森林資源

量の調査、林業従事者の就労環境改善に向けた

取組支援など、地域の特性を生かしながら、森

林整備の促進や、担い手の育成・確保対策など

に取り組まれております。

県や市町村でも様々な取組に○窪薗辰也議員

活用されている状況は、分かりました。

令和４年度の県予算でも、新たな森林調査シ

ステム検証事業や、流木抑制等バイオマス活用

促進事業など、新規・改善・継続事業におい

て、さらなる有効活用が進められるようであり

ます。

このような取組を通じ、植栽等の森林施業を

中心として、水源涵養や土砂流出崩壊防止、県

土の保全、県産材の需要拡大、サプライチェー

ンの構築を進めることで、ゼロカーボン社会へ

の実現に寄与し、資源循環型の林業が確立さ

れ、本県の森林が持続的に継続できるようお願

いいたします。

最後になりますが、岩瀬ダムの再生事業につ

いてお伺いいたします。

国土交通省は、大淀川の洪水対策として、都

城・小林にまたがる岩瀬ダムの再生事業を計画

し、完成する令和15年度までに総事業費500億円

で実施されることとしており、計画では、洪水

調整容量を、現在の3,500万立方メートルか

ら5,000万立方メートルに増大する放流設備を増

設すると聞いております。

再生事業によって洪水調整容量が増えること

に伴い、水位が上昇するなどで、ダム上流域に

ある農地に影響があるのではないかと心配して

いますが、岩瀬ダムの再生事業の概要と現在の

進捗状況について、県土整備部長にお伺いいた

します。

岩瀬ダム再生○県土整備部長（西田員敏君）

事業につきましては、国が令和元年度から着手

している事業であり、既設ダムの洪水調節機能

を増強することにより、過去最大の平成17年に

発生した台風14号と同規模の洪水に対して、ダ

ム下流域の治水安全度の向上を図ることを目的

としております。

事業内容としましては、放流設備を増設し、
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ダムの発電容量を洪水調節容量に振り替えるこ

とで、議員御指摘のとおり、洪水調節容量

を3,500万立方メートルから5,000万立方メート

ルに増大させるものであります。

現在は、地質調査などを実施するとともに、

増設する放流設備の構造について検討中である

と伺っております。

県としましては、岩瀬ダム再生事業が円滑に

進むよう、引き続き国と連携を図ってまいりま

す。

ぜひお願いしたいと思いま○窪薗辰也議員

す。当再生事業では、今後、地質調査などを踏

まえ実施される計画ということですので、国土

交通省などとの連携も図りながら進めていただ

きたいと思います。

以上で終わりますが、今年３月末をもって退

職される皆さんは、長年本県の産業発展、社会

の発展のために御苦労いただいて誠にありがと

うございました。今後とも健康に十分留意さ

れ、それぞれの地域や新たな職場での活躍をお

祈り申し上げ、一般質問を終わります。ありが

とうございました。（拍手）

以上で本日の質問は終わり○濵砂 守副議長

ました。

明日の本会議は、午前10時から、本日に引き

続き一般質問であります。

本日はこれで散会いたします。

午後２時39分散会

令和４年２月28日(月)
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